
ナビⅠ　低炭素型で活力ある産業社会づくり

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

１
環境部
温暖化
対策課

３７ Ⅰ－１

①中小企業に対する省エネルギー相談などの充
実
　県内事業所の約９９％を占める中小企業に対
し、省エネ相談や省エネマニュアルの作成、提供
などを行い、省エネルギー対策を促進します。

地球温暖化対策事業者計画制度推進
費、
目標設定型排出量取引制度推進事業
費、
クレジット創出・中小事業者支援事業
費

・やさしいＣＯ２削減シート
　県内に約２５万ある中小規模事業所の環境経営の第一歩となる省エネ・省ＣＯ２の取組
を推進する普及啓発事業（H21年度～）
・省エネナビゲーター事業（省エネ診断）
　省エネに関する知識、経験を有する省エネナビゲーターを県内事業所に派遣し、省エネ
診断を行い、事業者の省エネ、省ＣＯ２対策を支援する事業（平成２３年度～）
・省エネセミナーの開催
　事業所における省エネ・省CO2を促進するためのセミナーの開催（平成２４年度～）

・やさしいＣＯ２削減シートの配布により、県
内中小規模事業所の省エネ、省ＣＯ２の取
組を推進した。
・省エネ診断に基づく省エネ、省ＣＯ２対策
の提案に、受診事業者が取り組むことによ
り、県内のＣＯ２削減が図られた。
・セミナーの開催により、省エネ・省CO2対
策の普及啓発が図られた。

・県内中小規模事業所の支援は、県全体の
ＣＯ２削減につながることから、引き続き、や
さしいＣＯ２削減シートの普及啓発、省エネ
ナビゲーター事業及び省エネセミナーの実
施に取り組んでいきたい。

２

産業労
働部
産業支
援課
（産業技
術総合
セン
ター）

３７ Ⅰ－１

①中小企業に対する省エネルギー相談などの充
実
県内事業所の約９９％を占める中小企業に対し、
省エネ相談や省エネマニュアルの作成、提供など
を行い、省エネルギー対策を促進します。

なし
・センター職員がクロスファンクション的な支援チームを結成し、企業に赴き、現場状況に
対応した見える化測定支援（照度・電力・熱）を実施。
・専門家の協力を得て省エネに関するより具体的なアドバイス支援を実施。

測定は困難である。

・アドバイスに加え、現場での見える化測定
など支援メニューを大幅強化している。。
・首都圏公設試内で設備・技術・情報を連携
し、総合的な対応を継続している。

電力需要ひっ迫の問題は今後も継続が予
想される。製造業にとって、光熱費は、引き
続き、企業ニーズに応じた支援を展開して
いく。

３
環境部
温暖化
対策課

３７ Ⅰ－１

②温暖化対策に積極的に取り組む企業への支援
など中小企業における省エネルギー対策の促進
　環境みらい資金による低利融資やエコアップ認
証による顕彰などにより、地球温暖化対策に取り
組む中小企業を支援します。

環境創造融資事業費、
持続可能な発展のための産業界温暖
化対策事業費、
地球温暖化対策事業者計画制度推進
費、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費

・中小企業者の省エネ対策事業などに対し環境みらい資金による低利融資支援を実施。
（平成２１～２４年度実績：９件）
・エコアップ認証の認証件数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年
度：２１、平成２２年度：２４、平成２３年度：１５、平成２４年度：２１（途中経過）
・県内中小企業者のCO2排出削減設備に対する一部補助を実施。（平成２２～２４年度実
績：２５事業者）

・環境みらい資金（平成２１～２４年度）
2,016t-CO2/年（９件）
・事業者補助（平成２２～２４年度）　2,161t-
CO2/年（２５事業者）

・環境みらい資金により設備改修の初期投
資が軽減され省エネ対策が促進されるとと
もに、CO2排出量が削減される。
・エコアップ認証の認証件数は年々増加し、
中小企業におけるＣＯ２削減の取組が波及
しつつある。
・事業者補助により中小企業者の設備投資
額が軽減され省エネ対策が促進されるとと
もに、CO2排出量が削減される。

・エコアップ認証制度及び環境みらい資金
による低利融資支援並びに事業者補助支
援は、事業者の事業活動におけるＣＯ２削
減につながることから、引き続き取り組んで
いきたい。

４
環境部
温暖化
対策課

３７ Ⅰ－１

③事業者の省エネルギー対策を促進するインセン
ティブの検討
　事業者の省エネルギー対策強化をはじめとした
環境負荷低減に対するインセンティブの充実を図
りながら、地球温暖化対策が社会的・経済的に評
価される仕組みづくりを進めます。

クレジット創出・中小事業者支援事業
費

・県内中小クレジット創出支援
　省エネ対策を実施した事業者に対して、削減したCO2排出量の県内中小クレジット化を
支援

・県内中小クレジット創出を支援することに
より、中小企業の省エネ対策を推進するとと
もに、目標設定型排出量取引制度の円滑な
運用に寄与する。

・県内中小クレジット創出事例の紹介などに
より、更なるクレジット創出を図る。

５
総務部
入札審
査課

３７ Ⅰ－１

④競争入札参加資格者格付における環境配慮項
目の拡大
　上記の一貫として、入札参加資格者の格付にお
いて、エコアップ認証についても加点の対象とする
ことを進めます。

建設工事請負等及び物品の買入れ等
に係る競争入札参加資格者制度

・平成21・22年度建設工事請負等及び物品の買入れ等に係る競争入札参加資格審査の
格付に当たり、エコアップ認証制度を環境への配慮等に関する評価点について加点対象
とした。
・平成23・24年度及び平成25・26年度の格付においても、引き続き加点対象としている。

・格付けの加点対象となったことで、本制度
の周知、普及が推進された。

・本制度及び他の環境への配慮項目
（ISO14001、エコアクション21）の加点状況
を検証しながら、引き続き加点対象とするか
検討する。

６
環境部
環境政
策課

３７ Ⅰ－１

⑤環境関連ビジネスの振興
　ＥＳＣＯ事業やリサイクル分野、省エネルギーに
関するアドバイスや水質浄化技術など、今後、環
境関連ビジネスは大きな可能性を秘めています。
フォーラムの開催などを通じ、環境関連ビジネス
の振興を図っていきます。
　また、産学官の連携や、同業種・異業種による事
業者間連携を促進し、環境関連の技術開発や販
路拡大を支援します。

なし
環境技術の動向などの情報提供を行うとともに企業や行政機関の情報交換及び交流の
場を提供する環境ビジネスセミナーを年に４回実施しています。

毎回、多くの企業が参加し、好評をいただい
ています。交流会にも毎回参加する企業も
多く、環境ビジネス振興の機運醸成と環境
関連企業のネットワーク化が着実に進んで
います。

県内環境関連企業の海外を含めた具体的
なビジネス展開への支援について、その方
策を検討する。

７

産業労
働部
産業支
援課
（産業技
術総合
セン
ター）

３７ Ⅰ－１

⑥環境分野での先導的な研究
　環境科学国際センターにおいて、環境浄化分野
の研究の充実を図るとともに、産業技術総合セン
ターでは、二酸化炭素排出量削減、省エネ技術の
開発など、先導的な研究に取り組みます。
　また、農林総合研究センターでは、バイオマス利
用や農業に係る省エネルギー技術等の研究に取
り組みます。

彩の国新産業創出研究開発推進事業
費

・中・小規模施設向けビルエネルギー管理システム(BEMS)の開発
・栗渋皮を利用した新規機能性製品の開発など

測定は困難である。

産業技術総合センターでは、戦略的研究分
野の一つに環境とエネルギー関連技術を位
置づけ、先導的な研究に取り組み中であ
る。

センターでは、こうした研究の成果を企業に
技術移転することで、製造工程や製品にお
ける省エネ等の実現を支援する。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況　 参考資料１① 
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第６章　７つのナビゲーション進捗状況　 参考資料１① 

８

農林部
生産振
興課
（農林総
合研究
セン
ター）

３８ Ⅰ－１

⑥環境分野での先導的な研究
　環境科学国際センターにおいて、環境浄化分野
の研究の充実を図るとともに、産業技術総合セン
ターでは、二酸化炭素排出量削減、省エネ技術の
開発など、先導的な研究に取り組みます。
　また、農林総合研究センターでは、バイオマス利
用や農業に係る省エネルギー技術等の研究に取
り組みます。

なし

・冬季の加温栽培において、朝夕の明期と暗期の移行期に温度を変えること（短時間変温
処理）により、燃料費の削減、開花期の前進、かつ草丈の調節が可能な技術について、各
種の鉢花・花壇苗栽培での適応性を検討する。個々の品目において、実用的な処理方法
を見いだし、慣行比１０～３０％のエネルギー削減をねらう。
・生ごみの堆肥化条件と農業利用技術を開発した。モデル的に彩の国循環資源工場を中
核とした肥料製品を開発した。
・国、他県と共同研究し、農耕地土壌の炭素固定能について調査を行った。
・家畜ふんたい肥の環境保全型施用技術を開発し、施肥マニュアルを発刊予定。
・家畜ふん堆肥化において、県内で発生する樹皮や剪定枝を副資材として利用する。使用
済み副資材を繰り返し堆肥化に利用することで副資材の使用量を削減する。

・慣行１６℃恒温（１４時間）栽培から日没
後２０℃（３時間）その後１２℃（１１時間）加
温により約２割の燃料費削減となる。
｛(193.5＊１×3時間/14時間)+(104.6＊２×
11時間/14時間)}/148.9＊３×100=83.0(%)：
慣行比
*1：20℃加温時の10a当たりの燃料費（灯
油）、*2同12℃、*3同16℃
・堆肥化については削減量を求めていな
い。

・本成果は、活用にあたり設備投資や労力
が不要で、安価・簡便に実施できる特徴を
持ち、県内全域の花き施設栽培農家で実施
が可能である。個々の農家の経費削減によ
る所得の向上と、地域全域に迅速な普及を
図ることにより、花き産地の維持発展に寄
与できる。
・生ごみリサイクルマニュアルを発刊し広く
活用されている。
・減肥基準を明確に盛り込んだ新たな施肥
基準、施肥マニュアルを刊行した。
・未利用の樹皮や剪定枝を副資材として繰
り返し利用できることが分かった。再利用に
関する具体的な事象については現在試験
中。

・成果の普及に努め、個々の品目に応じ
た、より効果的な温度管理方法の設定を支
援していく。
・農耕地の持続利用を見据えた資源循環型
社会構築への貢献。
・試験を引き続き行い、農家に普及の方針。

９

環境部
環境科
学国際
センター

３８ Ⅰ－１

⑥環境分野での先導的な研究
環境科学国際センターにおいて、環境浄化分野の
研究の充実を図るとともに、産業技術総合セン
ターでは、二酸化炭素排出量削減、省エネ技術の
開発など、先導的な研究に取り組みます。
　また、農林総合研究センターでは、バイオマス利
用や農業に係る省エネルギー技術等の研究に取
り組みます。

なし

・大気汚染物質の発生メカニズムの解明や原因物質の排出低減対策
・水環境の汚濁特性に関する研究や水環境の修復及び水処理技術に関する研究
・土壌汚染の分析・解析方法の開発や重金属類などによる汚染の未然防止に関する研究
・化学物質による環境リスク評価に関する研究

当センターが蓄積してきた環境分野におけ
る知見と技術を活用し、環境浄化分野での
研究の充実が図れた。

環境問題の解決のため、当センターがこれ
まで蓄積してきた知識・経験・技術の更なる
充実を図っていく。

１０
環境部
温暖化
対策課

３８ Ⅰ－２
①目標設定型排出量取引制度の創設【第５章再
掲】

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２
０５０推進事業費（目標設定型排出量
取引制度分）、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
目標設定型排出量取引制度推進事業
費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費、
クレジット創出・中小事業者支援事業
費

・制度周知のための事業者説明会の開催
・制度の対象となる事業所（大規模事業所）に基準排出量、目標削減率を通知
・大規模事業所ごとの基準排出量、年度排出量を公表
・大規模事業所全体の削減状況を公表
・事業所のCO2排出量の実態調査
・優れた取組を行っているトップレベル事業所の認定（２事業所）
・大規模事業所におけるCO2排出削減設備に対する一部補助を実施。（平成２２～２４年
度実績：２２事業者）
・省エネ対策を実施した中小規模事業者に対して、中小クレジット化を支援

・平成２２年度データ（制度開始前）
　５５５事業所　基準年度８６４万トン　→
平成２２年度　７１０万トン
・事業者補助（平成２２～２４年度）
11,457t-CO2/年（２２事業者）

・目標達成のために事業者が計画的にCO2
削減に取り組んでいる。
・大規模事業所における設備投資額が軽減
され省エネ対策が促進されるとともに、CO2
排出量が削減されて削減目標達成につな
がる。

・産業・業務部門のCO2排出量の約半分を
占める大規模事業所の削減対策を計画的
に進めるため、引き続き取り組んでいきた
い。
・事業者補助支援は、事業者の事業活動に
おけるＣＯ２削減につながることから、引き
続き取り組んでいきたい。

１１
環境部
温暖化
対策課

３８ Ⅰ－２

②エコアップ宣言の対象拡大
　これまで事業所単位で原油換算年間１，５００ｋｌ
以上のエネルギー使用事業所で取り組まれてい
たエコアップ宣言の対象を拡大し、各事業所では
小さなエネルギー使用量であっても、フランチャイ
ズ事業やチェーン展開しているような場合に事業
者単位で合算して原油換算年間１，５００ｋｌ以上に
なれば、エコアップ宣言を義務付けます。
　また、原油換算年間１，５００ｋｌ未満の事業所で
あっても、任意でエコアップ宣言が行えることにつ
いての普及啓発を徹底するとともに、自動車を多
数使用する事業者等に対して、自動車地球温暖
化対策計画の策定を義務付けることにより、平成
２３年度までにエコアップ宣言事業者数を１，０００
事業者まで拡大します。

事業活動環境負荷低減対策事業費

　「彩の国エコアップ宣言制度」は平成２１年度末で終了し、平成２２年度から対象を拡大し
た「地球温暖化対策計画・実施状況報告制度」に移行した。
・地球温暖化対策計画・実施状況報告書
　新制度に基づく報告事業者数（平成２３年度：１１４９事業者）
　上記のうち任意事業者の数（平成２３年度：１２３事業者）
・制度説明会の開催
　平成２０年度～２１年度（説明会＋個別相談会開催）、平成２２年度（１２回）、平成２３年
度（７回）、平成２４年１２月末時点（９回）

・平成２２年度大規模事業所排出量削減結
果
　大規模事業所（単独で１，５００ｋＬ以上）
における平成２２年度排出量は、事業所ご
とに設定される基準排出量と比較して１５４
万トン（１７．６％）の削減となった。
・平成２３年度排出量は現在集計中

・事業者数は着実に数値を伸ばし、平成２２
年度に目標を達成した。
・平成２３年度は更に数値を伸ばし、最終的
には目標値を１５％近く上回る結果となっ
た。

　産業・業務部門の着実な省エネ・削減対
策を進めるため、引き続き取り組みを進め
ていく。

１２
環境部
環境政
策課

３８ Ⅰ－２

③新規企業の立地段階における地球温暖化対策
の要請
　新規企業が立地する際、環境影響評価制度など
を活用して地球温暖化対策を要請していきます。

なし
埼玉県環境影響評価技術指針で、環境影響評価の「調査・予測・評価の項目」に温室効果
ガス等（温室効果ガス、オゾン層破壊物質）を定めている。事業者等は事業特性及び地域
特性を勘案した上、これらの項目から実際に調査等を行う項目を選定している。

平成21年度から平成24年度にかけて調査
計画書手続を開始した5事業全てで、温室
効果ガス等を調査等を行う項目に選定して
いる。

事業者等への働きかけは、事業活動におけ
る温室効果ガス等の削減につながることか
ら、引き続き取り組んでいきたい。

１３

下水道
局
下水道
管理課

３８ Ⅰ－２

④環境に配慮した流域下水道の整備
　汚泥処理プロセスの改善や電気使用量の削減
により、温室効果ガス排出量の削減対策を実行し
ます。

流域下水道事業地球温暖化対策
・汚泥焼却炉の高温焼却化
・超微細散気装置の導入

平成２２年度実績として、64,765ｔの削減を
達成
（平成２２年度排出量316,949t、平成１７年
度排出量381,714t）

下水道局として設定している平成２６年度の
温室効果ガス排出量を平成１７年度比で２
１％削減の目標達成に向けて順調に成果を
出している。

下水道局の取組の大きな柱は、高温焼却
化による一酸化二窒素排出量の削減であ
る。既に殆どの焼却炉が対応を済ませてお
り、平成２６年度の削減目標達成後の更な
る削減については検討を要する。
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連番 担当課
掲
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頁
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評価・総括 今後の方向性

１４
環境部
温暖化
対策課

３９ Ⅱ－１
①深夜化するビジネススタイル・ライフスタイルの
見直し【第５章再掲】

深夜化ライフスタイル調査事業費、
ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２
０５０推進事業費

・深夜化するライフスタイル社会実験及び住民・事業者へのアンケート・ヒアリング調
査（平成２１年度）
・深夜化見直しシンポジウムの開催（平成２２年度）
・深夜化見直し家庭実験（平成２２年度）
・「夜エコ・朝活協力店」の募集（平成２２年度～）
・深夜営業店舗に関するアンケート（平成２３年度）
・震災後の県民・企業の意識・行動調査（平成２４年度）

・深夜型から朝型へのライフスタイルの変化
については、国の取組で「朝チャレ！」が取
り上げらた。
・「夜エコ・朝活協力店」は平成２４年１２月
現在で５８５店舗に達しており、一定の成果
を挙げた。

・深夜化するライフスタイルの見直しは広
がってきている。
・今後はライフスタイルキャンペーンなどの
啓発活動の中で地道に取り組んでいきた
い。

１５

企画財
政部
情報企
画課

４０ Ⅱ－１

②グリーンＩＴの普及
　オフィスにおける省エネ対策として、ＩＴの省エネ
（ＯＡ機器の省エネ化等）とＩＴによる省エネ（ＩＴ会議
や電子申請の活用等）の推進を検討します。

なし

　平成２３年３月に「第４次埼玉県IT推進アクションプラン」を策定し、行政効率化の推
進に資する施策として「グリーンITの推進」を掲げた。
具体的には、平成23年度から25年度までの３か年、サーバ統合による機器台数の削
減や、新たな機器の調達に際しては消費電力の少ないものを選択するなど、実行可
能な施策を中心に取り組んでいる。

第４次埼玉県IT推進アクションプランに掲げ
た「グリーンITの推進」は計画どおりに進
ちょくしており、順調である。

・平成20年度に導入した庁内LANパソコン
の入替において、消費電力の少ない機器を
調達することにより、CO2削減を実現する。

１６

会計管
理者
会計管
理課

３９ Ⅱ－１

③グリーン調達による特定備品の更新整備
　庁内で使用する机等の特定備品について、「埼
玉県グリーン調達推進方針」に基づき、可能な限り
環境に配慮した物品を購入します。

特定備品の更新整備費
庁内で使用する職員用机、いすなどの特定備品について、「埼玉県グリーン調達推進
方針」に基づき、可能な限り環境に配慮した物品（グリーン購入法適合商品）を購入し
ている。

特定備品の調達にあたり、グリーン購入法
適合品がない物品（裁断機など）を除き、法
に適合することを条件とし、環境にやさしい
物品の購入に努めた。

今後も、「埼玉県グリーン調達推進方針」に
基づき、可能な限り環境に配慮した物品を
購入する。

１７

環境部
資源循
環推進
課

３９ Ⅱ－１

④３Ｒ（Ｒeduce（発生抑制）、Ｒeuse（再使用）、Ｒ
ecycle（再生利用））の推進
　レジ袋の有料化については、消費者の理解を得
ながら県内各地での展開を目指します。また、埼
玉県廃棄物処理基本計画に基づき、３Ｒの推進に
努めます。

地球に優しいマイバッグ＆マイボトル
運動推進事業

・H20.9.22～H23.3.31　埼玉県におけるマイバッグ持参運動とレジ袋削減運動の取り組
みに関する協定　１８事業者３６１店舗、３団体
・H22.3.23　川口市が「川口市レジ袋の大幅な削減に向けた取組の推進に関する条
例」を制定（川口市は県のモデル地域指定市）
・マイボトル運動協力店舗数　３９３店舗

なし

・マイバッグ（レジ袋削減）、マイボトルとも広
く県民に周知が図られ、特にレジ袋辞退率
は増加傾向にある。
・３Ｒ全体としての認知度は低く、ムーブメン
トには至っていない。

・マイバッグ、マイボトルに限らず、食品廃棄
物の削減等を含めた３Ｒ全体の普及啓発を
強化したい。

１８
環境部
温暖化
対策課

４０ Ⅱ－２
①新築建物における省エネ・環境性能の向上【第
５章再掲】

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２
０５０推進事業費

・建築物環境配慮制度の導入（平成２１年度）

・建築物環境配慮制度の導入により、大規
模な建築物について評価が公表されること
となり、省エネ性能・環境性能に配慮した建
築物の増加が図られた。

・平成２２年度から建築安全課に業務移管

１９

都市整
備部
建築安
全課

４０ Ⅱ－２

①新建築物における省エネ・環境性能の向上【第
５章再掲】
③環境に配慮した建築物に対するインセンティブ
の付与【第５章再掲】
（※内容は、Ⅲ－１③マンションなど建築物の環境
性能の向上（Ⅲ－１）【第５章再掲】と同様）

建築基準法第５９条の２第１項許可基
準策定

平成２１年１０月１日から「埼玉県総合設計許可取扱方針」を施行し、環境配慮への取
組を促進する(CASBEE埼玉県による格付がB＋以上)とともに、取組状況に応じて容
積率の割増しを認めている。

－
平成２４年度に本制度を活用した許可が1
件あり。現在、制度活用に関する相談も受
けており、有効な運用ができている。

引き続き、取組を推進していく。

２０
環境部
温暖化
対策課

４０ Ⅱ－２

②既存建物のエコオフィス化に対する支援強化
　新築建物だけでなく、既存建物についても省エネ
診断などを通じて、改修時などにおけるエコオフィ
ス化を支援していきます。

地域グリーンニューディール基金市町
村補助事業費、
先進的温暖化対策地域導入モデル事
業費、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費、
環境創造融資事業費

・省エネナビゲーター事業（省エネ診断）
省エネに関する知識、経験を有する省エネナビゲーターを県内事業所に派遣し、省エ
ネ診断を行い、事業者の省エネ、省ＣＯ２対策を支援する事業（平成２３年度～）
・事業者のCO2排出削減設備に対する一部補助を実施。（平成２２～２４年度実績：４
７事業者）
・事業者の省エネ対策事業などに対し環境みらい資金による低利融資支援を実施。
（平成２１～２４年度実績：９件）

・環境みらい資金（平成２１～２４年度）
2,016t-CO2/年（９件）
・事業者補助（平成２２～２４年度）　13,618t-
CO2/年（４７事業者）

・省エネ診断に基づく省エネ、省ＣＯ２対策
の提案に、受診事業者が取り組むことによ
り、県内のＣＯ２削減が図られた。
・環境みらい資金により設備改修の初期投
資が軽減され省エネ対策が促進されるとと
もに、CO2排出量が削減される。
・事業者補助により設備投資額が軽減され
省エネ対策が促進されるとともに、CO2排出
量が削減される。

・県内中小規模事業所の支援は、県全体の
ＣＯ２削減につながることから、引き続き、省
エネナビゲーター事業の実施に取り組んで
いきたい。
・環境みらい資金による低利融資支援及び
事業者補助支援は、事業者の事業活動に
おけるＣＯ２削減につながることから、引き
続き取り組んでいきたい。

２１
環境部
温暖化
対策課

４０ Ⅱ－２

②既存建物のエコオフィス化に対する支援強化
　新築建物だけでなく、既存建物についても省エネ
診断などを通じて、改修時などにおけるエコオフィ
ス化を支援していきます。

地域グリーンニューディール基金市町
村補助事業費、
先進的温暖化対策地域導入モデル事
業費、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費

・蛍光灯からＬＥＤ照明への交換などを通じた、公共施設における省エネ化の向上（平
成２１～２３年度）
・先進的、独創的な新エネ・省エネ設備の導入による温暖化対策の取組を共同で行う
団体に対する補助（平成２２～２３年度）

・公共施設（１７市町、１９施設）　計　283.3ｔ
－ＣＯ2
①ＬＥＤ　1,286本⇒38.0t
②その他照明　738本⇒23.4t
③遮熱フィルム　1,510㎡⇒73.4t
④二重サッシ　49.3㎡⇒10.0t
⑤空調省エネ　85基⇒102.7t
⑦太陽光発電　8基（74.12kW）⇒35.4t
⑧風力発電　1基（1.1kW）⇒0.4t

・公共施設の省エネ化については、他の自
治体においても照明器具の交換時に順次Ｌ
ＥＤ化していくなど、取組が広がってきた。

・先進的な取組や公共施設の省エネ化につ
いて、成功事例として発信し、全県に広めて
いきたい。

２２
総務部
管財課

４０ Ⅱ－２

②既存建物のエコオフィス化に対する支援強化
　新築建物だけでなく、既存建物についても省エネ
診断などを通じて、改修時などにおけるエコオフィ
ス化を支援していきます。

県有施設エコオフィス化改修事業
地方庁舎を中心に３２施設に導入。全施設で、年間１億７９万円の光熱水費の削減を
実施。（Ｈ２３年度実績）

年間５１４トンのＣＯ２削減を実施。（埼玉
スーパーアリーナ敷地面積２６個分のブナ
林ＣＯ２吸収面積に相当）

計画通りの省エネルギー及びＣＯ２削減を
達成しており、今後も継続して事業を展開し
ていく。

施設の老朽化などをふまえ、１７施設に導
入を予定

２３

都市整
備部
建築安
全課

４０ Ⅱ－２

③環境に配慮した建築物に対するインセンティブ
の付与【第５章再掲】
（※内容は、Ⅱ－１①新建築物における省エネ・環
境性能の向上【第５章再掲】、Ⅲ－１③マンション
など建築物の環境性能の向上（Ⅲ－１）【第５章再
掲】と同様）

建築基準法第５９条の２第１項許可基
準策定

平成２１年１０月１日から「埼玉県総合設計許可取扱方針」を施行し、環境配慮への取
組を促進する(CASBEE埼玉県による格付がB＋以上)とともに、取組状況に応じて容
積率の割増しを認めている。

－
平成２４年度に本制度を活用した許可が1
件あり。現在、制度活用に関する相談も受
けており、有効な運用ができている。

引き続き、取組を推進していく。

２４
都市整
備部
住宅課

４０ Ⅱ－２

④環境配慮型住宅に対する表彰制度
　環境に配慮した工夫やアイデアに富み、地球環
境に優しい住宅を募集し、優れた取組を表彰しま
す。

「彩の国地球と家族にやさしい住まい
づくり賞（仮称）」

・「埼玉県環境建築住宅賞」の実施（平成２１年度～平成２３年度）
・表彰作品発表会の実施。
・応募作品を展示会等で公開するとともに、作品集を作成し、県民に配布。

－

・３年間で１２５作品の応募があった。作品
集の作成・配布、展示会及び発表会を実施
するなど、環境配慮型住宅の普及に対して
一定の成果があったと考える。

・埼玉県住まいづくり協議会が主催する環
境建築住宅賞への事業補助を行う。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１② 
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第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１② 

２５
農林部
森づくり
課

４０ Ⅱ－２

⑤県産木材の利用促進、率先活用
　県産木材の加工・流通体制の整備を行うととも
に、県産木材の良さをＰＲし、木材需要の大半を占
める民間住宅での利用を促進します。また、公共
施設の木造化・木質化を促進します。

木のある生活空間づくり事業
埼玉の木施設整備事業

・２６施設の木材加工流通施設を整備。（平成２１年度～）
・県産木材の良さをＰＲするため、一般県民を対象とした「木とのふれあいまつり」を年
４回開催。（平成２１年度～）
・民間住宅での利用促進のため、セミナーや見学会の実施を支援(平成２１年度～）
・「木づかいコーディネーター」の養成事業を実施し、４５６名を登録。（平成２１年度～）
・公共建築物等の木造化・木質化に関する市町村指針の策定を進めるため、市町村
説明会及び個別訪問を実施。(平成２２年度～）
・「埼玉の木づかいＣＯ２貯蔵量認証事業」を実施し、３１件を認証。
(平成２２年度～）
・県産木材を使用した公共施設等２５施設を整備。（平成２１年度～平成２３年度）

・「埼玉の木づかいＣＯ２貯蔵量認証事業」
によるＣＯ２削減（貯蔵）量
　　３１件　６３８．９９ｔーＣＯ２

・民間住宅での県産木材住宅建設戸数は
年々増加。
　　(平成２１年度実績：２７０戸→平成２３年
度実績：３３０戸）
・公共建築物等の木造化・木質化に関する
指針を１２市町が策定。
・市町村でも公共施設における木造化・木
質化の取組が増加。

・製材所等の加工・流通体制の整備を進
め、木材生産・流通の円滑化を図る。
・イベント等を通じ、県産木材住宅の魅力や
意義と同時に、価格やデザインの多様性を
ＰＲしていく。
・市町村営繕担当者等をメンバーとした研
究会を開催し、公共建築物の木造化・木質
化に対する認識を深める。
・引き続き、公共建築物等の木造化・木質
化に関する指針策定について、市町村訪問
を実施し、策定に向けた働きかけを行う。

２６
病院局
経営管
理課

４０ Ⅱ－２

⑥ＥＳＣＯ(エスコ)事業の推進
　ＥＳＣＯ事業（省エネルギー改修にかかる経費を
光熱水費の削減分で賄う事業）を県有施設で導入
実施します。また、市町村はもとより、民間事業所
や、マンション、大学等の民間施設についても、Ｅ
ＳＣＯ事業の周知を図り、その普及に努めます。

埼玉県立小児医療センターＥＳＣＯ事
業
埼玉県立循環器・呼吸器病センターＥ
ＳＣＯ事業

ギャランティード・セイビングス方式によりESCO事業を実施した。
【契約期間】
　Ｈ１９～Ｈ２３（小児）、Ｈ２０～Ｈ２３（循呼）
【導入した省エネ設備】
・コジェネレーションシステム　　    ・蒸気吸収冷凍機    ・蒸気ボイラ
・高効率空冷ヒートポンプチラ―   ・高効率水冷チラ―
・照明インバーター安定器           ・ターボ冷凍機
【その他の省エネ対策】
・蒸気弁断熱　　　　  ・蒸気配管断熱　　 ・蒸気圧力設定変更
・ポンプのＩＮＶ制御　 ・空調機最適調整　・送風機風量制御
・省エネベルト導入　 ・節水装置の設置  ・高輝度誘導灯への更新
・熱源システムの運用改善

平成１９年度　１，１２７（t-co2）
平成２０年度　２，１５７（t-co2）
平成２１年度　２，１８５（t-co2）
平成２２年度　１，７７７（t-co2）
平成２３年度　２，２２３（t-co2）

事業開始前に比べてＥＳＣＯ契約期間中（Ｈ
19～23）はco2排出量及び光熱水費の削減
ができ、導入効果があった。

ESCO契約が終了したため、各病院でESCO
導入設備の運転管理を行い、省エネを継続
していく。

２７
総務部
管財課

４０ Ⅱ－２

⑥ＥＳＣＯ事業の推進
　ＥＳＣＯ事業を県有施設で導入実施します。ま
た、市町村はもとより、民間事業所や、マンション、
大学等の民間施設についても、ＥＳＣ０事業の周
知を図り、その普及に努めます。

県有施設ＥＳＣＯ事業
　大規模な施設を中心に７施設に導入。全施設で、年間２億４０３３万円の光熱水費の
削減を実施。（Ｈ２３年度実績）
　業界紙への情報提供や事業内容を埼玉県ＨＰに掲載し、広く県民にＰＲを実施した。

年間２，５７１トンのＣＯ２削減を実施。（埼玉
スーパーアリーナ敷地面積１２４個分のブナ
林ＣＯ２吸収面積に相当）

計画通りの省エネルギー及びＣＯ２削減を
達成しており、今後も継続して事業を展開し
ていく。

施設の老朽化などをふまえ、１施設に導入
を検討中

２８
環境部
大気環
境課

４０ Ⅱ－３
①自動車を多数使用（業務用、通勤用）する事業
者における環境負荷低減策の促進【第５章再掲】

なし

・事業者からの自動車地球温暖化対策計画等の提出（平成22年度～）
　　①平成22年度　　計画：７３１事業者
　　②平成23年度　　計画：４６４事業者、実績：７２０
　　③平成24年度　　計画：　１９事業者、実績：６５３（9月末現在）

－
・事業者による自動車から排出されるＣＯ２
削減の取組は、概ね順調に行われている。

・事業者による自動車からのＣＯ２削減の取
組は、県全体のＣＯ２削減にもつながること
が見込まれるため、引き続き取り組んでい
く。

２９
環境部
大気環
境課

４０ Ⅱ－３
②大規模集客施設等における環境配慮の促進
【第５章再掲】

なし

・事業者からの自動車地球温暖化対策実施方針の提出（平成21年度～）
　　①平成21年度～23年度　　488事業所（大規模荷主：188、大規模集客施設：169、ﾏ
ｲｶｰ通勤：131）
　　②平成24年度～26年度（平成24年11月末現在）  397事業所（大規模荷主：147、大
規模集客施設：147、ﾏｲｶｰ通勤：103）

－
・大規模集客施設等による自動車から排出
されるＣＯ２削減の取組は、概ね順調に行
われている。

・大規模集客施設等による自動車からのＣ
Ｏ２削減の取組は、県全体のＣＯ２削減にも
つながることが見込まれるため、引き続き取
り組んでいく。

３０

企画財
政部
交通政
策課

４０ Ⅱ－３

③交通需要マネジメントの推進
　市町村が行うＴＤＭ（Ｔransportation Ｄemand Ｍ
anagementの略。車から電車、バス、自転車への
利用転換促進などをはじめとした交通需要の調
整）施策の支援や普及啓発を行います。

総合交通活性化推進事業（～平成２０
年度）、公共交通利用転換促進事業
（平成２１年度～２３年度）

・朝霞市、志木市、新座市内の住民、事業所、学校を対象として、自らのクルマ利用を
見直すための啓発パンフレット等を提供し、クルマ以外の移動手段を考えていただく
ためのアンケートを実施。あわせて、事業効果を把握するために交通量調査を実施。
（平成２１年度）
・熊谷市と共同で、住民や事業所を対象として、公共交通を利用した「エコ通勤」を呼
びかけるとともに、パーク・アンド・バスライドや急行バス運行等の社会実験を実施。
（平成２２年度～２３年度）
※平成２３年度をもって当該事業は終了した。平成２４年度以降は、市町村及び交通
事業者が出席する地域公共交通会議への参加等を通じて、公共交通利用促進に向
けた取組を支援する。

一人ひとりの意識への働きかけが効果的に
行われた結果、交通行動転換に対する意
欲の向上や実際の交通行動に影響を与え
たことが確認された。

マイカーから公共交通利用への転換促進に
ついては、市町村や交通事業者への支援
などを通じ、引き続き取り組んでいきたい。

３１

県土整
備部
道路街
路課

４０ Ⅱ－３

④渋滞のない円滑な自動車交通を実現する道路
整備、交差点整備事業
　バイパスの整備や交差点改良などを通じて、自
動車からの温室効果ガス排出量を抑制します。

道路整備事業
道路に関する評価基準に基づき事業箇所を厳選し、「選択と集中」の観点からメリハリ
とスピード感のある道路整備を進めている。

・H20～H24で44箇所のバイパス整備、45km
の供用予定
・H20～H24で109箇所の拡幅整備、35kmの
供用予定

引き続き道路整備を進めていく。

３２

県土整
備部
道路環
境課

４０ Ⅱ－３

④渋滞のない円滑な自動車交通を実現する道路
整備、交差点整備事業
　バイパスの整備や交差点改良などを通じて、自
動車からの温室効果ガス排出量を抑制します。

交差点整備事業

・交差点整備を集中的に整備するため、３か年で対象交差点を整備する計画を策定し
進めている。
・現在、平成２３年度からの３か年で３９個所の交差点整備を行う「交差点安心安全３９
プラン」のもと、整備を進めている。

・「交差点スムーズ５５作戦」（H20～H22)　５
５箇所を整備。
・「交差点安心・安全３９プラン」（H23～H25)
３９箇所を整備予定。

引き続き交差点整備を進めていく。

３３

産業労
働部
商業・
サービス
産業支
援課

４０ Ⅱ－３

⑤流通業務の総合化、効率化
　物流拠点の集約化や適地への立地、共同輸配
送等による配送ネットワークの合理化を促進し、環
境負荷の低減等を図ります。

流通業務の総合化及び効率化の促進
に関する法律

・国は、特定流通業務施設の整備を伴う総合効率化計画の認定の申請がなされた場
合、都道府県に意見照会を行う。県は、開発許可の見込み等について回答している。
・県内では、平成２１年度３件、平成２２年度１件、平成２３年度１件が認定されている。

１，９６４．２５ｔ　(４件)

・高速道路IC近傍への物流拠点の集約・配
送ネットワークの合理化により、輸送距離の
短縮が図られ環境負荷の低減に繋がって
いる。

・国と連携し、物流拠点集約化等の計画認
定事務の迅速化に努め、流通業務の総合
化、効率化を図っていきたい。
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ナビⅡ　低炭素型ビジネススタイルへの転換

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１② 

３４
環境部
大気環
境課

４０ Ⅱ－３

⑥低燃費車の普及促進
　県内事業者に対して、電気自動車等次世代自動
車の導入補助や低燃費車などへの低利融資を実
施します。また、県でも公用車の更新時に原則とし
て次世代自動車とするなど、低公害車、低燃費車
の率先導入を進めます。

青空再生低公害車導入資金融資制
度、
自動車排出ＣＯ２対策事業費、
低公害車普及促進対策費

・２００台以上自動車を使用する事業者の低燃費車の導入
　　16.8％（平成22年度）　→　30.4％（平成26年度末予定）
・電気自動車等次世代自動車導入への支援
　①CNGﾊﾞｽ及び優良ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾞｽの導入補助　H22:27台、H23:36台、H24:19台
　②電気自動車導入補助　H21:6台、H22:19台、H23:15台
　③電気自動車用充電設備補助　H22:6基(急:4、普:2)、H23:19基(急:16、普:3)
・低公害車導入への支援
　　青空再生低公害車導入資金による融資　H22:38台、H23:47台
・公用車の次世代自動車率先導入
　　次世代自動車の割合　H21:12％、H22:15％、H23:18％
・ＥＶ・ＰＨＶタウン構想による取組（平成23年度～）
　　①ＥＶ・ＰＨＶ推進協議会を設置し、ＥＶ・ＰＨＶの効果的かつ効率的な
　　　普及方策の検討
　　②ホンダと連携したＥＶ・ＰＨＶ実証実験の実施
　　　　県機関利用、県職員利用

・低燃費車の導入によるＣＯ２削減量（２００
台以上事業者）
　　　23,736t(H22→H26予定)
・公用車への次世代自動車率先導入による
ＣＯ２削減量（知事部局のみ）
　　　105.5t(H22→H23)

・県による総合的な自動車地球温暖化対策
の結果、低燃費車（特にＥＶ・ＰＨＶ）は順調
に普及している。
・よりＣＯ2削減効果の高いＥＶ・ＰＨＶについ
ても各自動車メーカーから市販が始まった
ことにより、急速に普及が広まっている。

・低燃費車（特にＥＶ・ＰＨＶ）の普及は、県全
体のＣＯ２削減にもつながることが見込まれ
るため、引き続き取り組んでいく。
・ＥＶ・ＰＨＶの普及にあたっては、さらに充
電器の整備を進めるとともに、地域での有
効活用や民間ベースでの事業活用等に取
り組んでいく。
・低燃費車の導入については、エコカー補
助金やエコカー減税の継続について、国に
要望していく。

３５

産業労
働部
商業・
サービス
産業支
援課

４０ Ⅱ－３

⑥低燃費車の普及促進
　県内事業者に対して、電気自動車等次世代自動
車の導入補助や低燃費車などへの低利融資を実
施します。また、県でも公用車の更新時に原則とし
て次世代自動車とするなど、低公害車、低燃費車
の率先導入を進めます。

運輸事業振興助成事業のうち環境対
策事業

・社団法人埼玉県トラック協会に対する補助金で当該協会が実施する事業のうち、地
球温暖化の防止等環境の保全を目的として行う事業として、事業者に対して低公害車
導入のための助成及び利子補給を実施している。

・平成２１～２３年度の低公害車導入助成台
数は１，５８７両に達し、自動車排出ガス抑
制の一助となった。

・補助金交付の目的である県民福祉の一層
の向上につながるため、引き続き補助対象
事業とすることとしたい。

３６

会計管
理者
出納総
務課

４０ Ⅱ－３

⑥低燃費車の普及促進
　県内事業者に対して、電気自動車等次世代自動
車の導入補助や低燃費車などへの低利融資を実
施します。また、県でも公用車の更新時に原則とし
て次世代自動車とするなど、低公害車、低燃費車
の率先導入を進めます。

自動車更新整備費

・平成２１年度から「埼玉県次世代自動車導入指針」に基づき、集中管理車の更新は
原則的に次世代自動車で行うこととした。
・その結果、平成２４年１２月末現在、本庁及び地域機関における集中管理車１７６台
中、次世代自動車は７０台（３９．７％）となっている。

・　次世代自動車の県公用車への導入は着
実に進んでいる。

・　引き続き環境性能の高い次世代自動車
等の導入を図る。

３７
警察本
部
総務課

４０ Ⅱ－３

⑥低燃費車の普及促進
　県内事業者に対して、電気自動車等次世代自動
車の導入補助や低燃費車などへの低利融資を実
施します。また、県でも公用車の更新時に原則とし
て次世代自動車とするなど、低公害車、低燃費車
の率先導入を進めます。

環境にやさしい排出ガス対策

・平成21年度　車両（四輪）導入台数92台　うち低燃費車21台
・平成22年度　車両（四輪）導入台数52台　うち低燃費車37台
・平成23年度　車両（四輪）導入台数37台　うち低燃費車15台
・平成24年度　車両（四輪）導入台数55台　うち低燃費車26台

・業務の性質上緊急車両を多く保持してい
る中でも、配置可能な車両については低燃
費車の普及促進に努め、４年間で導入台数
中４割を占めることとなり、排出ガス対策を
推進することができた。

・導入が可能な車両については積極的に今
後も導入を推進する。

３８
環境部
大気環
境課

４１ Ⅱ－３ ⑦エコドライブの普及促進【第５章再掲】
エコドライブ普及対策事業費
アイドリング・ストップの義務付け

・エコドライブ講習会の開催
　　①平成22年度　座学講習 5回・605人、実技講習4回・65人
　　②平成23年度　座学講習 7回・784人、実技講習6回・76人
　　③平成24年度　座学講習10回・607人、実技講習3回・43人
　　　　（11月末現在）

－

・エコドライブは、事業者や県民が広く行うこ
とで、より自動車ＣＯ２が削減できる取組で
あり、エコドライブ講習会等の開催により、
概ね普及している。

・エコドライブの取組については、講習会の
開催方法等を見直し、さらに着実に普及す
るよう取り組んでいく。

３９
警察本
部
総務課

４１ Ⅱ－３

⑧交通安全施設の環境配慮
　交通管制システムの整備や信号機のＬＥＤ化な
どを通じ、交通の円滑化と二酸化炭素削減を図り
ます。

交通安全施設整備事業
平成21年度から平成24年度までの4年間で、信号機のＬＥＤ化率を約８％（見込み）向
上させるなど、交通管制の高度化への取組を通じ、交通円滑化と二酸化炭素削減を
鋭意推進した。

ＬＥＤ化によるＣＯ２削減量：3,350ｔ（見込み）
①１灯あたりのＣＯ２削減量（ｔ）＝394ｋW/年
×0.37÷1,000＝約0.145ｔ
②H21年度：554t（3,800灯）、H22年度：56t
（380灯）、H23年度：396t（2,714灯）、H24年
度：174t（1,196灯（見込み））
③H21～24年度＝（554t×４年＝2,216）+
（56t×３年＝168）+（396t×２年＝792）+
（174t×１年＝174）＝3,350ｔ（見込み）

省エネ、事故防止の両方で効果を発揮して
いる。

交通の安全と円滑を図ることで、渋滞を緩
和させ、ＣＯ２の排出量削減に寄与する。
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ナビⅢ　低炭素型ライフスタイルへの転換

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

４０
環境部
温暖化
対策課

４２ Ⅲ－１

①県民ムーブメントの喚起
　県民にとって取り組みやすいマイバッグ運動やラ
イフスタイルキャンペーン活動を通じ、環境にやさ
しい小さな行動を地道に積み重ねて、県民全体の
ライフスタイル変革の大きなムーブメントへとつな
げていきます。

省エネナビによるＣＯ２削減モデル事
業費、
省エネ型ライフスタイル推進事業費

 (1)　省エネ診断とアドバイス
　　・実施期間　平成２２年６月１日～１０月１５日
　　・省エネ診断件数　３１件
　　　（内訳）家庭訪問による省エネ診断とアドバイス　２５件
　　　　　　　メールやファックスによる簡易診断　　　　６件
 (2)　省エネナビの貸出し
　　・平成２１年度　２５５件
　　・平成２２年度　２７８件
　　・平成２３年度　２０５件

なし

・省エネ診断は、家庭の実情に合わせ、実
際に家庭を訪問する訪問診断と、紙ベース
で診断する簡易診断を実施した。
　→特に訪問診断では、使用している家電
などを前にして省エネにつながる使用方法
を話すことができ、受診者に喜ばれた。
・省エネナビの貸出し継続。
　→団地自治会や市町村を通じた貸出しを
行い、利用者確保に努めた。

省エネナビは家庭の電力使用量を「見える
化」するツールとなるため、引き続き貸出し
を行う。地球温暖化防止活動推進員への貸
出しを始め、市町村や環境系NPO等を通じ
た貸出しを行うなど、利用者拡大に努める。

４１

環境部
資源循
環推進
課

４２ Ⅲ－１

①県民ムーブメントの喚起
　県民にとって取り組みやすいマイバッグ運動やラ
イフスタイルキャンペーン活動を通じ、環境にやさ
しい小さな行動を地道に積み重ねて、県民全体の
ライフスタイル変革の大きなムーブメントへとつな
げていきます。

地球に優しいマイバッグ＆マイボトル
運動推進事業

・H20.9.22～H23.3.31　埼玉県におけるマイバッグ持参運動とレジ袋削減運動の取り組み
に関する協定　１８事業者３６１店舗、３団体
・H22.3.23　川口市が「川口市レジ袋の大幅な削減に向けた取組の推進に関する条例」を
制定（川口市は県のモデル地域指定市）
・マイボトル運動協力店舗数　３９３店舗

なし

・マイバッグ（レジ袋削減）、マイボトルとも広
く県民に周知が図られ、特にレジ袋辞退率
は増加傾向にある。
・３Ｒ全体としての認知度は低く、ムーブメン
トには至っていない。

・マイバッグ、マイボトルに限らず、食品廃
棄物の削減等を含めた３Ｒ全体の普及啓発
を強化したい。

４２
環境部
温暖化
対策課

４２ Ⅲ－１

②省エネ家電・設備等の普及促進
　家庭部門において、エネルギーを多く使用する、
テレビ、冷蔵庫、エアコンなどの家電製品や暖房
や給湯器などの石油、ガス機器について、省エネ
製品の普及を促進します。

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２
０５０推進事業費

・エアコン、テレビ、冷蔵庫のいずれか５台以上陳列販売する事業者に省エネラベルの表
示及び購入者への省エネ性能の説明義務（Ｈ２１～）
・そのうち、対象売場面積１，０００㎡以上の店舗については、省エネルギー性能説明推進
者の選任・届出事務（Ｈ２１～）

・家電量販店を中心として、省エネ製品の性
能表示が一般的となり、消費者も商品選択
の際の基準とするようになった。

・消費者への情報提供は家庭部門のＣＯ2
削減に有用であることから、引き続き取組を
進めていきたい。

４３

都市整
備部
建築安
全課

４２ Ⅲ－１

③マンションなど建築物の環境性能の向上（Ⅲ－
１）【第５章再掲】
（※内容は前記P40Ⅱ－２
①新建築物における省エネ・環境性能の向上【第
５章再掲】
③環境に配慮した建築物に対するインセンティブ
の付与【第５章再掲】と同様）

建築基準法第５９条の２第１項許可基
準策定

平成２１年１０月１日から「埼玉県総合設計許可取扱方針」を施行し、環境配慮への取組を
促進する(CASBEE埼玉県による格付がB＋以上)とともに、取組状況に応じて容積率の割
増しを認めている。

－
平成２４年度に本制度を活用した許可が1件
あり。現在、制度活用に関する相談も受け
ており、有効な運用ができている。

引き続き、取組を推進していく。

４４
環境部
温暖化
対策課

４２ Ⅲ－１
③マンションなど建築物の環境性能の向上【第５
章再掲】

先進的温暖化対策地域導入モデル事
業費

　
・先進的、独創的な新エネ・省エネ設備の導入による温暖化対策の取組を共同で行う団体
に対する補助（平成２２～２３年度）

・マンション（６棟）　計　27.3ｔ－ＣＯ2
　ＬＥＤ　337本⇒6.1t
　その他照明　96本⇒1.9t
　屋上断熱　1,150㎡⇒1.7t
　断熱塗装　8,343㎡⇒11.9t
　太陽光発電　1基（9.84kW）⇒5.7t

・各マンションにおいては、共用部分の光熱
費が相当程度減少し、目に見える形で成果
が現れた。
・大規模改修にあわせて行うケースがほと
んどであり、費用負担に関して住民の合意
形成が課題となった。

・マンション管理会社などに対して、省エネ
設備や新エネ設備の導入を積極的に働き
かけていきたい。

４５
環境部
温暖化
対策課

４２ Ⅲ－１

④「エコリフォーム」の普及啓発
　既設住宅のリフォームの機会を捉えて、リフォー
ム関係者、部材関係者、ＮＰＯなど幅広い関係者
が協力、連携して、省エネ性能向上の普及啓発を
図ります。

省エネリフォーム・エコアップ促進事業
費、
我が家の省エネ対策エコアップ促進事
業費

・省エネリフォーム・エコアップ促進事業費
２１６件　9,340千円
・我が家の省エネ対策エコアップ促進事業
１８７件　19,714千円

H21年度 278t-CO2/年
H22年度 490t-CO2/年

・リフォーム時期の一部利用者だけの補助
となり効果が限定的

・より効果的な事業を検討

４６
都市整
備部
住宅課

４２ Ⅲ－１

④「エコリフォーム」の普及啓発
　既設住宅のリフォームの機会を捉えて、リフォー
ム関係者、部材関係者、ＮＰＯなど幅広い関係者
が協力、連携して、省エネ性能向上の普及啓発を
図ります。

なし

・「エコリフォームのすすめ」の冊子及び概要版を作成し、リフォーム事業を行う県内のホー
ムセンターやイベント等で配布。
・県政出前講座「住まいの省エネはじめませんか？～エコリフォームのすすめ～」の実施。

－
・エコリフォームについて冊子等の配布、県
政出前講座を実施することで普及・啓発を
行うことができた。

・引き続き県政出前講座を行い、環境等に
配慮したリフォームの普及・啓発を図る。

４７
環境部
温暖化
対策課

４３ Ⅲ－２
①エコライフＤＡＹ（一日環境家計簿）の拡大【第５
章再掲】

低炭素型ライフスタイル推進事業費

・地球にいいことチャレンジシートとエコライフDAYチェックシートを合冊で作成し、小・中・高
等学校の全児童・生徒を対象に夏と冬の年２回配布。
・夏季に家庭向け節電対策として実施している電気ダイエットのチラシとエコライフＤＡＹ
チェックシートを合冊で作成し配布。
・夏と冬の温暖化対策キャンペーンの一環として、市町村・企業・団体へ参加を依頼。

平成２１年度から平成２４年度夏までに、
合計３，０３８トン削減

・継続して１００万人を超える参加者があり、
広く県民に浸透している。

・県主導の画一的な取組みから、市町村主
導の多様な取組みへと展開するよう推進す
る。

４８
環境部
温暖化
対策課

４３ Ⅲ－２

②ＣＯ２排出量の「見える化ハンドブック」の作成
　どのような消費行動をとれば、どの程度の二酸
化炭素削減につながるかを分かりやすく解説した
ハンドブックを作成するなど、ＣＯ２排出量の「見え
る化」を進めます。

低炭素型ライフスタイル推進事業費

・「家庭のCO2削減ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」として合計２５，０００部印刷し、希望する市町村、団体、埼玉
県地球温暖化防止活動推進員等へ配布
・ハンドブックを活用した講座を開催するための、講師養成講座を２１回開催し合計７１４人
が受講

なし

・家庭のCO２の具体的な削減方法を解説し
たﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸを作成したことで、地域の地球温
暖化防止活動推進ツールとして広く県民に
活用された。

・平成２４年度廃止

４９
環境部
温暖化
対策課

４３ Ⅲ－２

③カーボンオフセットなど二酸化炭素排出相殺手
段の普及
　日常生活で排出した二酸化炭素に相当する金額
を植林活動や自然エネルギー事業などに投資す
ることで、その排出量を埋め合わせる、カーボンオ
フセットの取組を促進します。県自ら率先実行する
とともに、市町村と連携して県民への普及啓発を
図ります。
　また、再生可能エネルギーから得た電力のコスト
の一部を事業者や市民が負担し、二酸化炭素の
排出を抑制するグリーン電力証書の普及を進めま
す。

低炭素型ライフスタイル推進事業費

１　グリーン電力証書の購入
　（１）平成２１年度購入実績
　　　・みどりと川の再生フォーラム、クールアース・デー　800kWh分
　　　・エコカーフェア、食と農林業ドリームフェスタ　　   4,000kWh分
　　　・まなびピア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,700kWh分
　（２）平成２２年度購入実績
　　　・埼玉サイクリングフェスティバル　　　　　　　　　　 3,700kWh分

・平成２１年度　　3,078kg-CO2
・平成２２年度　　1,384kg-CO2

　環境問題への意識が高い住民が集まる環
境関連イベントや集客力があるイベントにお
いて排出される二酸化炭素の相殺手段とし
て、グリーン電力証書を購入した。当該イベ
ントにおいて、購入したグリーン電力証書を
掲示するなど、県民への普及啓発に努め
た。

平成２３年度に事業廃止。今後は、家庭の
二酸化炭素排出量の削減の促進を図って
いきたい。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１③ 
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ナビⅢ　低炭素型ライフスタイルへの転換
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第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１③ 

５０
環境部
温暖化
対策課

４３ Ⅲ－２
④エコポイントの付与など二酸化炭素削減に向け
たインセンティブの検討【第５章再掲】

地域エコマネー導入促進事業費

１　環境に配慮した行動にポイント（エコマネー）を付与し、これを値引きや特典、サービス
等と交換できる制度の導入等への補助。
(１)平成２２年度
　・アトム通貨実行委員会川口支部（補助額：60万円）
　・新座市商工会（補助額：60万円）
　・和光市商工会（補助額：60万円）
　・株式会社地域協働推進機構（補助額：526,600円）
(２)平成２３年度
　・地域通貨戸田オール運営委員会（補助額：７万円）
　・春日部市商工会議所（補助額：77,838円）
２　連絡協議会の開催
　　既にエコマネーを実施している団体や新たにエコマネー導入を検討している団体等を
参加者とする連絡協議会を開催した。
　　・H24.3.7開催　５５名参加（商工団体、市町村等）
　　（内容）
　　　・講演「スマートコミュニティーにおけるエコマネーの可能性」
　　　・助成団体の活動報告

なし

・団体への補助により新規事業導入や事業
規模拡大に寄与した。
・連絡協議会の開催によりエコマネー制度
への理解拡大につながった。
・より一層の二酸化炭素削減を実現するた
めには、特定の地域に偏らず、全県で取り
組んでいく必要がある。

　平成２４年度で事業廃止。今後は、県民
全体を対象とし、二酸化炭素削減を図って
いく。

５１

農林部
農業ビ
ジネス
支援課

４３ Ⅲ－２

⑤カーボンフットプリントに関する取組の促進
　国等が進めている研究成果を踏まえ、県内での
普及啓発を図ります。

－
　農産物のブランド化の推進に絡めて、一時課内で検討に上った程度。実際の取組には
至っていない。

　農産物へのＣＦＰ利用は検討中。 　未定

５２

農林部
農業ビ
ジネス
支援課

４３ Ⅲ－２

⑥地産地消の推進
　生産者、消費者及び流通業者から構成される地
産地消推進協議会等の運営を通じ、地産地消を
推進します。

地産地消推進事業
地産地消支援事業

　地産地消推進協議会等の運営を通じ、直売所の運営支援や量販店の県産農産物コー
ナー、県産農産物を積極的に利用するサポート店の設置推進、学校給食への利用促進な
ど、地産地消を推進した。

　地産地消の取組は全県的に広がってお
り、特に11月の「地産地消推進月間」では、
行政、農業団体、食品関連企業等と連携し
たキャンペーンを展開しており、その取組は
着実に増加している。

　地産地消はＣＯ２削減に加え、地域農業の

発展にも大いに寄与しており、今後も継続し
て推進していく。

５３

農林部
農業ビ
ジネス
支援課

４３ Ⅲ－２

⑦フードマイレージの活用
　食料の重量と輸送距離とを掛け合わせた「フード
マイレージ」の意義や考え方を活用し、ＣＯ２排出
量の「見える化」や地産地消を進めていきます。

なし
　県政出前講座などで県民に地産地消の取組をＰＲする際に、フードマイレージの考え方
や地産地消における有利性を説明している。

　地産地消のメリットの一つとしてフードマイ
レージの考え方は説明しやすく、消費者にも
理解されやすい。

　今後も引き続き、フードマイレイジの意義
や地産地消における有利性等を普及啓発
していく。

５４
環境部
温暖化
対策課

４３ Ⅲ－２

⑧省エネ家電・設備等の普及促進
　家庭部門において、エネルギーを多く使用する、
テレビ、冷蔵庫、エアコンなどの家電製品や暖房
や給湯器などの石油、ガス機器について、省エネ
製品の普及を促進します。
（※P42Ⅲ－１の再掲）

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２
０５０推進事業費

・エアコン、テレビ、冷蔵庫のいずれか５台以上陳列販売する事業者に省エネラベルの表
示及び購入者への省エネ性能の説明義務（Ｈ２１～）
・そのうち、対象売場面積１，０００㎡以上の店舗については、省エネルギー性能説明推進
者の選任・届出事務（Ｈ２１～）

・家電量販店を中心として、省エネ製品の性
能表示が一般的となり、消費者も商品選択
の際の基準とするようになった。

・消費者への情報提供は家庭部門のＣＯ2
削減に有用であることから、引き続き取組を
進めていきたい。
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ナビⅣ　低炭素で地球にやさしいエネルギー社会への転換

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

５５

都市整
備部
建築安
全課

４４ Ⅳ－１

①大規模建物の新築時における太陽光発電の導
入要請
　建設会社や土地や建物の開発業者に対して、新
築時における太陽光発電の導入を要請し、県内に
おける太陽光発電の普及拡大を図ります。

平成２１年１０月から建築物環境配慮制度を開始し、大規模建築物の新築等にあたっては
事業者に環境配慮計画書を作成してもらい、太陽光発電の導入に関する検討を要請して
いる。

－
太陽光発電設備を設置している事例もあ
り、有効な制度運用ができている。

引き続き、取組を推進していく。

５６
環境部
温暖化
対策課

４４ Ⅳ－１

②家庭用太陽光発電の普及
　国における普及対策と連動して、家庭用太陽光
発電の飛躍的な普及拡大を図るため、独自の補
助制度創設などの支援策を検討します。

太陽光発電拡大プロジェクト推進事業
費、
電力１００％自活住宅普及促進事業
費、
電力自活住宅等普及拡大事業費

H21年度　6,679件
H22年度　6,841件
H23年度　5,818件
H23年度補正　984件に補助
　　計　　20,362件

H21年度　8,160 t-CO2/年
H22年度　8,760 t-CO2/年
H23年度　8,000 t-CO2/年
H23年度補正　1,400 t-CO2/年
　　計　２６，３２０ t-CO2/年

・平成21年度に全国第4位であった住宅用
太陽光発電設備の設置基数が全国第2位と
なった。

・補助によらず住宅用太陽光発電設備の設
置が進むよう、地域密着型価格低減等事業
を全県に展開し、太陽光発電設備の設置費
用の低減が進むよう取組を進める。

５７
環境部
温暖化
対策課

４４ Ⅳ－１ ③事業者に対する導入支援【第５章再掲】

学校施設エコ改修支援事業費、
地域グリーンニューディール基金市町
村補助事業費、
先進的温暖化対策地域導入モデル事
業費、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費

・学校施設等エコ改修支援事業補助金
「彩の国みどりの基金」を活用し、学校施設等の校庭緑化や太陽光発電の設置を支援。
①緑化事業：保育園１
②太陽光発電設備設置事業：幼稚園１、小学校２、中学校２（計90kW）

90ｋW×1100kWh/年×0.386＝38,214kg/年
＝３８t-CO2/年

リーディングプロジェクトとして、また環境学
習の意味からも学校への導入の意義は
あったと考える。

固定価格買取制度が導入された現在では
屋根貸しなどによる設置が望ましいと考え
る。

５８
環境部
温暖化
対策課

４４ Ⅳ－１ ③事業者に対する導入支援【第５章再掲】

学校施設エコ改修支援事業費、
地域グリーンニューディール基金市町
村補助事業費、
先進的温暖化対策地域導入モデル事
業費、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費、
環境創造融資事業費

・事業者の太陽光発電設備に対する一部補助を実施。（平成２４年度：８事業者）
・事業者の再生可能エネルギー利用設備に対し環境みらい資金による低利融資支援を実
施。特に平成２０～２２年度においては太陽光発電設備特別利率を設定。（平成２１～２４
年度実績：２７件）

・環境みらい資金（平成２１～２４年度）
957t-CO2/年（２７件）
・事業者補助（平成２４年度）　59.8t-CO2/
年（８事業者）

・環境みらい資金により設備改修の初期投
資が軽減され再エネ導入が促進されるとと
もに、CO2排出量が削減される。
・事業者補助により設備投資額が軽減され
太陽光発電設備導入が促進されるととも
に、CO2排出量が削減される。

・環境みらい資金による低利融資支援及び
事業者補助支援は、事業者の事業活動に
おけるＣＯ２削減につながるもの（自家消費
目的）のみ、引き続き取り組んでいきたい。

５９
環境部
温暖化
対策課

４４ Ⅳ－１ ③事業者に対する導入支援【第５章再掲】

学校施設エコ改修支援事業費、
地域グリーンニューディール基金市町
村補助事業費、
先進的温暖化対策地域導入モデル事
業費、
排出量取引制度・ＣＯ２削減設備導入
支援事業費、
埼玉版グリーンニューディール推進・
事業者支援事業費

・太陽光発電設備の設置などを通じた、公共施設における自然エネルギー導入の推進
（平成２１～２３年度）
・先進的、独創的な新エネ・省エネ設備の導入による温暖化対策の取組を共同で行う団体
に対する補助（平成２２～２３年度）

（再掲）
・公共施設（８市）
　　太陽光発電　8基（74.12kW）　95,588kWh
×0.001×0.375＝35.4t
・マンション（１棟）
　　太陽光発電　1基（9.84kW）　15,130kWh
×0.001×0.375＝5.7t

・公共施設においては、国のグリーンニュー
ディール基金を活用して相応の導入が図ら
れた。
・団体における取組については、初期費用
がかさむことなどから、必ずしも期待してい
たように導入は進んでいない。

・コスト比較などを通じて、導入によるメリット
を訴えかけ、取組を全県に広めていきた
い。

６０
環境部
温暖化
対策課

４４ Ⅳ－１

④県による太陽光発電の率先導入
　県営住宅や警察庁舎を含め、新築する施設や普
及のシンボルとなる施設に太陽光発電の率先導
入を行っていきます。

エコ・エネルギー率先活用事業費
・「太陽光発電設備の設置ガイドライン」を管財課と連名で策定、周知
・H23末現在　143施設　3,972kWを設置

１，３８６t-CO2/年
・設置基数、設置ｋWともに全国第2位
・県有施設の屋根貸し事業を神奈川県に次
いで実施

・今後も、ガイドラインに則り、太陽光発電設
備の設置を進める。

６１
都市整
備部
住宅課

４４ Ⅳ－１

④県による太陽光発電の率先導入
　県営住宅や警察庁舎を含め、新築する施設や普
及のシンボルとなる施設に太陽光発電の率先導
入を行っていきます。

太陽光発電設備の設置等
今年度は３団地に２５ｋWを設置。
平成２１～２４年度までの合計では、９団地１８５ｋWとなる。

約１８９ｔ-CO2/年
　太陽光発電設備１ｋWにつき、年間約１００
０ｋWｈの発電電力とし、
　４９０×１０００×０．３８６＝１８９,１４０ｋｇ

エコアップ事業として県営住宅へ太陽光発
電設備を率先導入し、CO2削減、住民への
啓蒙、余剰売電による収入など多くの導入
効果をもたらしている。

今後は、環境部屋根貸し事業で民間活力を
利用し、多くの団地に太陽光発電設備の設
置を図ることとし、エコアップ事業は平成２４
年度で終了する。

６２

都市整
備部
都市整
備政策
課

４４ Ⅳ－１

④県による太陽光発電の率先導入
　県営住宅や警察庁舎を含め、新築する施設や普
及のシンボルとなる施設に太陽光発電の率先導
入を行っていきます。

低炭素で地球にやさしいエネルギー
社会への転換（太陽光発電の導入）

建設時に設置した50kWに加え、平成22年度に300kWを追加設置した。構内の電気設備と
系統連係を行い、災害時及び通常時の電力として使用している。一般家庭の約70軒分の
発電量に相当する。

１７８ｔ－CO2/年
平成22年度実績で332千kWh、平成23年度
実績で327千kWhの発電があり、良好に推
移している。

確実な保守により設備を維持していく。

６３
企業局
水道管
理課

４４ Ⅳ－１

④県による太陽光発電の率先導入
　県営住宅や警察庁舎を含め、新築する施設や普
及のシンボルとなる施設に太陽光発電の率先導
入を行っていきます。

県による太陽光発電の率先導入

行田浄水場への太陽光発電設備の設置
　　発電容量　１，２００ｋＷ
　　設置年度　平成２３年度
　　設置目的　温室効果ガス排出量の縮減及び環境啓発

年間予想発電量　１，３７２，５９４ｋＷｈ①

年間予想ＣＯ２削減量　①×0.386t-CO
2
/千

kWh≒５３０t-CO2/年

１１月末現在で予想発電量に対し約１３０％
の発電実績があり、見学者数は、浄水場見
学も含め延べ１４，４３４人になる。発電、環
境啓発共に十分な効果を上げている.

浄水場、中継ポンプ所等において、将来の
施設建設、更新、維持管理の作業スペース
等を考慮し導入を検討していく。

６４
警察本
部
総務課

４４ Ⅳ－１

④県による太陽光発電の率先導入
　県営住宅や警察庁舎を含め、新築する施設や普
及のシンボルとなる施設に太陽光発電の率先導
入を行っていきます。

上尾警察署庁舎建設・西入間警察署
庁舎建設

【平成２１年度】　機動センター 15kW
【平成２２年度】　西入間警察署 15kW
【平成２３年度】　寄居警察署 15kW

機動センター、西入間警察署及び寄居警察
署庁舎計で
１９t-CO2/年

微力ではあるが再生可能エネルギーの普
及に貢献できた。

警察署等庁舎改築時に積極的に太陽光発
電設備を導入する

６５
総務部
管財課

４４ Ⅳ－１

⑤県有施設への太陽光発電導入に向けた設置ガ
イドラインの策定
　太陽光発電導入に当たっての設置の基本方針、
技術的基準などを盛り込んだガイドラインを策定し
ます。

「県有施設への太陽光発電導入に向
けた設置ガイドライン」の策定につい
て

・平成２１年３月にガイドラインを制定した。
・平成２４年８月に内容を見直し、改正した。

・公共施設の「屋根貸し」による整備手法な
どを取り入れ、太陽光発電設備の普及促進
を図った。

・新しい技術や手法の開発により、見直しを
行う。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１④ 
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第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１④ 

６６
教育局
財務課

４４ Ⅳ－１

⑥県立学校への太陽光発電設備の設置（Ｐ４４
Ⅳ－１）
　県立学校の太陽光発電設備の設置を推進する
とともに、生徒の環境に対する意識の啓発などに
も活用します。

緑と太陽エネルギー推進事業費

・平成２１年度に、「緑と太陽エネルギー推進事業費」を「県立高等学校緑化推進事業」と
「県立学校エコ・エネルギー活用事業」に改変し、それぞれの事業として平成２３年度まで
実施した。

・「県立学校エコ・エネルギー活用事業」では、１１校に太陽光発電設備を設置し、自然エ
ネルギー活用による二酸化炭素削減、生徒の環境に対する意識啓発を図った。

・太陽光発電設備(20kW)
（１校あたり１１ｔ -ＣＯ2/年)×１１校
= １２１ｔ-CO2/年

・太陽光発電設備の設置については、ＣＯ２
の削減に寄与したことはもとより、発電状況
がわかるパネルを設置し、生徒の環境に対
する意識啓発を図った。

・太陽光発電設備の設置については、県で
策定した「太陽光発電設備の設置ガイドライ
ン」に沿って検討していく。

６７
環境部
温暖化
対策課

４５ Ⅳ－１

⑦「市民共同発電」の促進
　県民やＮＰＯ、市民団体が中心となり、多くの市
民からの出資や寄付によって、幼稚園・学校など
地域に身近な施設に太陽光発電を設置する取組
を積極的に支援していきます。

太陽光発電拡大プロジェクト推進事業
費、
電力自活住宅等普及拡大事業費

H21年度　1か所　3.6kW
H22年度　2か所　7.5kW
H23年度　2か所　9.6kW

・７t-CO2/年
・太陽光発電設備の設置に多くの人が関わ
り、太陽光発電設備への理解を深めること
ができる。

・今後も継続する。

６８
環境部
温暖化
対策課

４５ Ⅳ－１
⑧太陽光発電による余剰電力の固定価格買取制
度の導入要請【第５章再掲】

なし ・県が統一して実施している政府要望の項目に入れて要請を実施

【固定価格買取制度の導入】
・住宅用太陽光発電設備の余剰電力買取
が「エネルギー供給構造高度化法」
（H21.11）により開始され、「電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関す
る特別措置法」（H24.7）により発電事業の全
量買取制度が開始

・買取価格と賦課金のバランスのとれた価
格設定について引き続き要望

６９
農林部
森づくり
課

４５ Ⅳ－２

①農山村バイオマスのエネルギー利用の促進
　木質バイオマスや稲わら、もみがら等の農山村
バイオマスについて発電やバイオ燃料などのエネ
ルギー利用を進めるため、そのための施設の整備
を促進し、未利用資源の有効活用を図ります。

木質バイオマスエネルギー利用促進
事業

・木質バイオマス施設整備を６施設で実施。（平成２１年度～）
・木質ペレットストーブ設置者への補助を１９台実施。（平成２１年度）

・木質バイオマス施設整備により県内に２箇
所の木質ペレット加工施設ができたことによ
り、木質ペレットを利用する施設（ペレットボ
イラー・ペレット焚空調システム等）を設置す
る事業者が誕生している。

・引き続き、木質バイオマス施設整備を支援
する。
・再生可能エネルギーの固定価格買取制度
による木質バイオマス発電施設について検
討を行う。

７０
環境部
水環境
課

４５ Ⅳ－２

②廃食油を用いたバイオディーゼル化
　家庭からの廃食油を回収し、バイオディーゼル
燃料に再生する仕組みづくりを支援します。

廃食油・バイオディーゼル燃料化事業
・回収システムの構築に向け、各家庭、自治会、地元市町村及び油再生事業者間の調
整、環境教育や広報協力を実施（平成２０年度～平成２２年度）。

・モデル地区の２市（熊谷市及び旧鳩ヶ谷
市）で廃食用油の回収が定着し、バイオ
ディーゼル燃料に再生するシステムを構
築。

・市町村、事業者が主体となって事業を実
施。

７１

環境部
資源循
環推進
課

４５ Ⅳ－２

③高効率ごみ発電施設の導入促進
　焼却処理に伴い生じる熱エネルギーを発電や地
域暖房等に活用する、高効率なごみ発電施設の
導入を支援します。

なし

・高効率ごみ発電施設に係る交付金制度について、説明会や個別の相談対応を行った。
（Ｈ21～）
・高効率ごみ発電施設の交付率1/2が認められるのは、Ｈ25年度までの時限措置とされて
いるため、時限措置の延長などの財政支援を国に要望した。（Ｈ23～）

・高効率ごみ発電施設は、まだ竣工してい
ないため、現時点におけるＣＯ2削減量はな

し。
・建設が計画されている５施設の稼働後
は、竣工前と比べ、年間発電量が計73,000
千kWｈ程度増加する。東京電力株式会社
の実排出係数　0.464（t-CO2/千kWh）を用

いて算定すると、年間で約34,000ｔのCO2が

削減される見込みである。
 73,000(千kWh/年)×0.464(t-CO2/千kWh)

≒34,000(t-CO2/年）

・高効率ごみ発電施設建設に係る計画が５
市町村等で策定済み。
（さいたま市、飯能市、ふじみ野市、東埼玉
資源環境組合、埼玉西部環境保全組合）

・高効率ごみ発電施設は、エネルギーの地
産地消に合致し、電力供給不足に対しても
有効な手段であることから、今後も、国に対
して財政支援の要望を行い、施設設置を支
援する。

７２
環境部
環境政
策課

４５ Ⅳ－２

④その他の再生可能エネルギーの利活用
　小水力や中規模風力発電などの再生可能エネ
ルギーや地中熱の活用、下水汚泥のエネルギー
利用等について、技術革新の状況等も見極めな
がら、本県における導入可能性について調査・検
討を行います。（なお、風力発電については、現状
では太陽光発電と比べ発電コストが低いなどの長
所がありますが、本県では、極めて限られた一部
地域でしか安定的な風況は得られない状況で
す。）

なし

・総務省緑の分権改革推進事業を活用しての再生可能エネルギーによる地域活性化方策
の検討（平成２２年度）
・再生可能エネルギー導入拡大のための報告書のとりまとめとモデルプロジェクト等の取
組の推進（平成２３年度～）
・再生可能エネルギー普及促進研究会木質バイオマスワーキンググループ（平成２２年度
～）、熱エネルギー活用ワーキンググループ（平成２３年度～）の運営
・環境省温暖化対策技術開発等事業を活用しての木質バイオマスからのバイオオイル製
造・利用に係る技術開発（平成２３～２５年度）

－

・埼玉県が取り組むべき再生可能エネル
ギーについての検討や導入拡大のための
モデルプロジェクトなどを報告書としてとりま
とめ、その方針に基づき取組を進めている。

産学官連携の中からモデルプロジェクトの
実現するとともに、ビジネスモデルを構築し
て事業化に結び付けていく。
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ナビⅤ　低炭素で潤いのある田園都市づくり

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

７３
環境部
温暖化
対策課

４６ Ⅴ－１
①低炭素型まちづくりに対する支援
　地球温暖化対策に地域を挙げて取り組もうとす
る市町村を支援します。

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２
０５０推進事業費

・「環境みらい都市」として１０市を認定。市の街路灯をすべてＬＥＤ化するなどの取組事例
を全県に発信（平成２１年度～平成２３年度）
・県が市町村ごとの温室効果ガス排出量を推計して公表。市町村の温暖化対策実行計画
の策定支援の一環として。（平成２４年度～）

・街路灯のＬＥＤ化（７市）
　2,922本×(平均22W－8W)×4,000時間
×0.001=163,632kＷh①
　①×0.386kg-CO2×0.001＝63.2t-CO2

・環境みらい都市で取り入れられた、まちご
とＬＥＤ化などの取組は広く県内の他市町村
に波及した。

・市町村への支援は、県全体のＣＯ２削減
にもつながることが見込まれるため、引き続
き取り組んでいきたい。

７４

都市整
備部
都市計
画課

４６ Ⅴ－１

②コンパクトシティやモーダルシフトなどによる低
炭素都市への着実な進展
　マイカー利用量を減らし、温室効果ガス排出量
の少ない交通手段へのシフトを推進していきま
す。

なし

　低炭素社会の実現を図ることについて「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」に
盛込むよう都市計画の見直しを進めている。
　住居系の市街化区域編入は駅周辺とすることや、公共交通機関の利便性を向上する都
市計画施設の見直し等を進めた。

－

　全ての都市計画は、「都市計画区域の整
備、開発及び保全の方針」に即するため、
市町村における低炭素都市づくりの推進が
期待できる。市街地の拡散抑制や、都市計
画に基づく施設整備が進むことにより都市
の低炭素化に寄与した。

　引き続き都市の低炭素化に寄与する都市
計画の適切な見直しを進めるとともに、市町
村への技術的支援を行う。

７５

都市整
備部
田園都
市づくり
課

４６ Ⅴ－１

⑩環境に配慮した産業団地の整備
　田園都市産業ゾーンにおいて、一定規模以上の
開発区域内の外縁部に高木の植栽を進めます。

田園都市産業ゾーン環境共生推進事
業

「田園都市産業ゾーン基本方針」先導モデル地区１０地区のうち川島町IC北側地区及び北
本中丸９丁目地区の地区において、高木植栽の経費の一部を助成した。

－

「田園都市産業ゾーン基本方針」で目的とし
た高木植栽を実施し、先導モデルとしての
役割を果たすことができた。
産業基盤づくりにおいて、田園空間に配慮
した緑地空間の創出がなされた。

「田園都市産業ゾーン基本方針」は、平成２
４年度で終了。

７６

都市整
備部
都市計
画課

４６ Ⅴ－１

⑫ヒートアイランド対策の推進
　行政、事業者、県民がそれぞれ具体的なヒート
アイランド対策が取り組めるようガイドラインを作成
し、地域全体で効果的な対策を進めます。

なし
都市部における公園・緑地・河川（水辺）などの周辺より気温が低い「クールスポット」とそ
こからにじみ出す冷気を可能な限り活用するため、「まちづくりにおけるクールスポット活用
の手引き」を平成２４年３月に策定した。

－

都市における抜本的なヒートアイランド対策
には至らないが、局所的な効果が期待さ
れ、県民の快適な暮らしを支える手法とな
る。

本手引きの周知を図り、クールスポットの活
用を促進していく。

７７
環境部
温暖化
対策課

４６ Ⅴ－１

⑫ヒートアイランド対策の推進
　行政、事業者、県民がそれぞれ具体的なヒート
アイランド対策に取り組めるようガイドラインを作成
し、地域全体での効果的な対策を進めます。

ヒートアイランド現象対策事業費

１　ヒートアイランド対策ガイドラインの普及
　　県政出前講座等の機会をとらえ、ヒートアイランド対策の普及に努めた。平成２３年度：
３１０名、平成２２年度：３６５名、平成２１年度：１５９名
２　ヒートアイランド現象実態調査
　・県内の小学校約５０か所で気温を継続的に観測（平成18年度～）
　・河川からの冷気のにじみ出し効果の実態調査（H21　芝川放水路で実施）

なし

平成１９年に熊谷市で４０．９℃という国内
最高気温を記録したこともあり、県民のヒー
トアイランド現象に対する関心は高いと思わ
れる。
エコライフを実践し、人工排熱を減少させる
ことが温暖化対策だけでなくヒートアイラン
ド対策にもつながる点を県民に継続的にPR
することは重要である。

今後も普及啓発に努める。

７８
環境部
みどり
再生課

４７ Ⅴ－２

①「彩の国みどりの基金」を活用した身近な緑の
保全・創出
　市町村、民間施設所有者が行う公開性のある屋
上緑化、壁面緑化を支援し、ヒートアイランド現象
の緩和を実施します。

みどりの街なみ推進事業
・民間施設の屋上緑化や壁面緑化等２０か所を支援（平成２１年度～平成２４年度）
・市町村の公園やグラウンド等の緑化１８か所を支援（平成２１年度～平成２４年度）

・県内初となるコンビニエンスストアの屋上
緑化がマスコミに取り上げられた。商業施
設を中心として屋上緑化等に取り組む企業
が増加した。

・民間施設や市町村への支援は、公開性の
高いモデル的な緑化やまちづくりと一体的
に行われる緑化に重点化していきたい。

７９

都市整
備部
公園ス
タジアム

４７ Ⅴ－２

②県営公園の整備等による緑の拠点づくり
　緑の拠点となる県営公園の整備などを進めま
す。

社会資本総合交付金（公園）事業費・
公園等建設費

・県営公園面積（緑地面積）の拡張 －
・年１０ｈａ程度、開設面積の拡張を実施し
た。

・開設面積拡張を実施していく。

８０
都市整
備部
住宅課

４７ Ⅴ－２

③県内建築物の屋上、壁面緑化の推進
　県内の集合住宅の所有者が屋上、壁面緑化を
行う場合、これに対し助言を行っていきます。

住まいの緑化助成制度

・「エコリフォームのすすめ」により自然環境との共生を普及・促進。

－
・予算が付かなかったため、住まいの緑化
助成制度を行えず、屋上、壁面緑化をあま
り促進できなかった。

・屋上、壁面緑化の促進につながる取組み
について検討したい。

８１
環境部
みどり
再生課

４７ Ⅴ－２

④身近な緑の公有地化
　地域制緑地指定などの活用も図りながら、貴重
で身近な緑の公有地化を進め、緑地を保全してい
きます。

身近な緑の保全・創出

地域制緑地の指定
　平成２１年度　特別緑地（市指定、県同意）２か所４．１ｈａ
　平成２３年度　景観地指定（県指定）１か所６．５ｈａ
　平成２４年度　特別緑地（市指定、県協議）１か所４．７ｈａ
　　　　　　　　　　景観地指定拡大（県指定）１か所０．２ｈａ
公有地化事業
　平成２１年度　景観地内１、自然公園内２　計３か所１．１ｈａ
　平成２２年度　景観地内３か所　０．７ｈａ
　平成２３年度　自然公園内１か所　０．７ｈａ
　平成２４年度　特別緑地内１か所１．２ｈａ、自然公園内１か所

法令による規制及び市町村と連携し公有地
化を図ることにより、県内に残る貴重な平地
林等の緑を保全した。

身近な緑を保全するため、地域制緑地の指
定及び公有地化事業を引き続き実施してい
く。

８２
環境部
自然環
境課

４７ Ⅴ－２

④身近な緑の公有地化
　地域制緑地指定などの活用も図りながら、貴重
で身近な緑の公有地化を進め、緑地を保全してい
きます。

身近な緑公有地化事業（緑の森博物
館緊急保全対策）

買収事例なし
身近な緑公有地化事業は地元市の負担が
必要であるが、協力が得られない。

自然ふれあい施設等管理費において予算
措置を図る。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１⑤ 
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ナビⅤ　低炭素で潤いのある田園都市づくり
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第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１⑤ 

８３
環境部
みどり
再生課

４７ Ⅴ－２

⑤身近な緑の保全・創出等
　優れた自然環境等を緑のトラスト保全地として取
得し、保全するとともに、「ふるさとの緑の景観地」
等の緑地や自然環境保全地域の保全、適正管理
を引き続き推進していきます。
　また、緑化計画による緑化の推進など、身近な
緑を増やしていきます。

身近な緑の保全・創出
緑のトラスト運動推進
自然環境保全推進

・緑のトラスト保全地の取得　平成２１年度　蓮田市内１か所６．６ｈａ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年度　上尾市内１か所２．０ｈａ
・緑のトラスト保全地の保全・管理　　平成２１年度  ９か所４３．１ｈａ
　                                               平成２２年度１０か所４８．５ｈａ
                                           平成２３、２４年度１１か所５５．１ｈａ
・緑の景観地の管理（管理奨励金実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年度２５７．１ｈａ（７６８人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年度２５５．４ｈａ（７６３人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年度２５３．２ｈａ（７５７人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年度予定２５３．２ｈａ（７５７人）
・自然環境保全地域の管理（管理奨励金実績）
　　　　　　　　　　　　　 　平成２１年度～２４年度５０１．２ｈａ（１１７人）
・緑化計画届出制度による緑化を推進
　　　　　　　　　　　　緑の創出面積　累計６７６ha（平成２３年度末）
・優れた緑化計画を「優良緑化」として認定。特に優秀な計画については知事から表彰（平
成２１年度～平成２４年度）
・新たに小規模緑化計画届出制度を創設し、対象敷地面積を拡大（平成２４年度～）

・優れた自然等を県民の皆様の寄附により
緑のトラスト保全地として取得することによ
り、貴重な緑地が保全できた。緑の景観地
等は、土地所有者の協力のもと良好な状態
で維持管理ができた。
・緑化計画届出制度が定着し、５か年計画
における緑の創出面積の目標値６３０haを
達成した。

・引き続き緑のトラスト保全地の取得を進め
るとともに、景観地等の地権者に対し適正
な維持管理をお願いしていく。
・緑化計画届出制度は、ヒートアイランド現
象の緩和にもつながることが期待されるた
め、引き続き取り組んでいきたい。

８４

都市整
備部
市街地
整備課

４７ Ⅴ－２

⑤身近な緑の保全・創出等
　優れた自然環境等を緑のトラスト保全地として取
得し、保全するとともに、「ふるさとの緑の景観地」
等の緑地や自然環境保全地域の保全、適正管理
を引き続き推進していきます。
　また、緑化計画による緑化の推進など、身近な
緑を増やしていきます。

緑を増やすまちづくり事業 ・平成21年度から平成23年度までに、約55haの公園・緑地を整備した。 －
・土地区画整理事業により、公園・緑地を着
実に整備した。

・土地区画整理事業により、公園・緑地を着
実に整備できるように、施行者を支援する。
・施行者に「彩の国みどりの基金」制度を紹
介し、緑化の取組を促す。

８５
環境部
温暖化
対策課

４７ Ⅴ－２

⑥県立学校の緑化の推進
　県立学校において壁面緑化、屋上緑化、校庭の
芝生化、樹木での緑化を推進するとともに、生徒
の環境に対する意識啓発などにも活用します。

学校施設エコ改修支援事業費 なし なし 補助もないため進められていない。

８６
教育局
財務課

４７ Ⅴ－２

⑥県立学校の緑化の推進（Ｐ４７　Ⅴ－２）
　県立学校において壁面緑化、屋上緑化、校庭の
芝生化、樹木での緑化を推進するとともに、生徒
の環境に対する意識啓発などにも活用します。

緑と太陽エネルギー推進事業費

・平成２１年度に、「緑と太陽エネルギー推進事業費」を「県立高等学校緑化推進事業」と
「県立学校エコ・エネルギー活用事業」に改変し、それぞれの事業として平成２３年度まで
実施した。

・「県立高等学校緑化推進事業」は、緑化を実施していない延べ８５校において、校庭の一
部芝生化、屋上緑化、壁面緑化、樹木での緑化のいずれかを実施し、生徒の環境に対す
る意識の啓発を図った。

・県立高等学校の緑化については、実施手
法を生徒参加型とすることにより、生徒の環
境に対する意識啓発を図った。

８７
環境部
自然環
境課

４７ Ⅴ－２

⑦都市周辺の水辺空間や平地林等の公有地化
　多様な生き物が暮らす空間を保全するとともに、
地域住民等により自主、持続的に維持管理される
ような基盤整備を行います。

まちのエコ・オアシス保全推進事業
・県内５か所（入間市、所沢市、熊谷市、白岡市、川口市）の身近なみどりを取得しました。
・上記県内５か所を持続的に維持管理するための基盤を整備しました。

・多様な生き物が暮らす水辺空間や平地林
等を公有地化を図り、初期的な基盤を整備
し、地域による自主的な保全・管理を行いま
した。

平成２３年度で事業は終了しました。今後、
地域による自主的管理は続けていく。

８８
環境部
水環境
課

４７ Ⅴ－２

⑧里川づくりの推進
　清らかな「里川」（人の関わりを通じて、水や生き
物の豊かさが育まれる水辺）を再生するために、
住民、河川浄化団体、学校、企業及び自治体が協
働し、台所排水対策を中心とした県民運動として
の河川浄化活動を推進します。

水とみどりの循環―C―作戦
・台所等生活排水対策一斉取組、環境学習、河川清掃活動及び啓発イベントを実施し、自
ら川を汚さない生活の実践を啓発した（平成２０年度～平成２３年度、約２９万人の県民が
参加）。

・啓発イベント時のアンケートで、洗剤は適
量使用している、風呂の残り湯を洗濯や掃
除に利用していると回答した人が７割を超え
ており、生活排水対策の重要性が浸透しつ
つある。

・引き続き県政出前講座等の機会をとらえ
生活排水対策の普及啓発に取り組む。

８９
農林部
農村整
備課

４７ Ⅴ－２

⑨清流の復活・安らぎと賑わいの空間創出
　コンクリートによる水路等により閉鎖的な空間と
なっている水辺を、生態系や自然環境に配慮しつ
つ、県民が憩える空間として整備します。また、環
境に配慮した農業用水路、親水護岸や緑道を整
備するとともに、冬期の水の流れを復活して、県民
誰もが水辺に愛着を持ち、ふるさとを実感できる
「川の国　埼玉」を実現します。

水と緑の田園都市・水辺再生事業

・平成20年度から平成23年度までの4カ年で県内全域を対象に農業用　水路等の親水護
岸化や遊歩道の設置を３０箇所行った。
・特にモデル地区として越谷市、草加市、八潮市に流れる東京葛西用水路について重点
的に整備を行い、冬期試験通水を実現した。
・平成24年度からは点的整備からさらにステップアップした線的、面的整備、始点から終点
まで「まるごと」整備を行う川の再生プロジェクトに取り組んでいる（平成27年度まで）

・植樹、花壇設置によるCO2の削減とO2
の増大
・遊歩道に植栽することによる日蔭の創
出。
・木々からの水分の蒸発散による地球温
暖化の防止。

・親水護岸、生態系配慮護岸の設置による
動植物の復活　　　　　　　　　　　　　　　　・環
境整備よる賑わいの創出。
・冬水通水による水質の改善

・川のまるごと再生推進プロジェうとの推進
（平成27年度まで）
・完成施設の利用度アップ
・さらなる水質の改善

９０

県土整
備部
水辺再
生課

４７ Ⅴ－２

⑨清流の復活・安らぎと賑わいの空間創出
　コンクリートによる水路等により閉鎖的な空間と
なっている水辺を、生態系や自然環境に配慮しつ
つ、県民が憩える空間として整備します。また、環
境に配慮した農業用水路、親水護岸や緑道を整
備するとともに、冬期の水の流れを復活して、県民
誰もが水辺に愛着を持ち、ふるさとを実感できる
「川の国　埼玉」を実現します。

水辺再生によるヒートアイランド現象
の緩和（水辺再生１００プラン）

・水辺再生１００プランで、生態系や自然環境に配慮した親水護岸や水辺の遊歩道などを
整備し、県民が憩える水辺空間を河川、農業用水の１００箇所で創出
・一般県民向けに川の再生の情報発信や気運の醸成を図るため「川の再生キャンペーン」
を実施
・川の再生の地域活動の安全・継続を図るためリーダーを育成する「川の守り人リーダー
育成スクール」や活動の情報交換の場として「川の再生交流会」を実施

・川の国応援団美化活動団体の活動延長
が平成２３年度末で約
４００kmとなった。
・平成２４年度の県政世論調査では川の再
生の取組について県民の約７０％が「よい」
と評価した。

・平成２４年度からは、これまでのスポット的
な水辺再生から市町村のまちづくりと一体と
なって川の再生を線や面に広げる「川のま
るごと再生プロジェクト」にステップアップし
て川の再生を進める。
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ナビⅥ　豊かな県土を育む森林の整備・保全（CO2吸収源対策）

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

９１

企画財
政部
土地水
政策課

４８ Ⅵ

①適正な森林整備の推進
　間伐などの適正な森林整備を推進することによ
り、二酸化炭素の吸収など森林の公益的機能を
発揮させます。
　また、花粉症の原因の一つと言われているスギ
花粉を削減するため、スギ林における強度間伐
（通常の間伐よりも多く伐採すること）を支援し、針
広混交林（針葉樹と広葉樹が混じり合った森林）な
どへ誘導します。
　シカによる植生被害等を防ぐため、狩猟者の持
続的な育成確保を通じて森林保全を行います。

水源いきいき振興事業・緑のダム推進
事業交付金

・水資源の安定確保と災害の未然防止を図るため、森林の持つ水源涵養機能を高めると
ともに水源地域の活性化に役立てることを目的に、平成８年度から県内ダムの水源地域
市町村が行う市町村有林の管理等に対し、交付金を交付（２１～２４年度も継続実施）
・交付対象：森林の管理道の整備、森林火災保険料、管理作業員等の報酬　など
・対象市町（水源ダム所在市町）：秩父市　飯能市　小鹿野町　神川町
・交 付 額：面積に応じて、５０～１３５万円（各年度合計額３００万円）
・施策名を平成２２年度から「水源地域森林保全等交付金」に変更

水資源地域市町村が行う市町村有林の管
理等の適正化が図られ、森林の持つ水源
涵養機能を高め水源地域の活性化に役
立った。

市町村への交付金は引き続き取り組んでい
きたい。

９２
環境部
自然環
境課

４８ Ⅵ

①適正な森林整備の推進
　間伐などの適正な森林整備を推進することによ
り、二酸化炭素の吸収など森林の公益的機能を
発揮させます。
　また、花粉症の原因の一つと言われているスギ
花粉を削減するため、スギ林における強度間伐
（通常の間伐よりも多く伐採すること）を支援し、針
広混交林（針葉樹と広葉樹が混じり合った森林）な
どへ誘導します。
　シカによる植生被害等を防ぐため、狩猟者の持
続的な育成確保を通じて森林保全を行います。

森林保全対策・「森の番人」育成事業
費

・新たに免許を取得しようとする者を対象に狩猟免許講習会を実施（平成２１年度～平成２
４年度）
・捕獲の担い手となる狩猟免許所持者を対象に安全狩猟・射撃実習研修会、シカ共同捕
獲実践研修会を実施（平成２１年度～２４年度）

・狩猟免許講習会の開催により新規免許取
得者の確保が図られた。
・担い手育成対策の実施により、狩猟や有
害鳥獣捕獲によるシカの捕獲推進が図られ
た。

・シカによる植生被害等防止のためには、捕
獲の担い手育成が不可欠であることから、
引き続き取り組んでいきたい。

９３
農林部
森づくり
課

４８ Ⅵ

①適正な森林整備の推進
　間伐などの適正な森林整備を推進することによ
り、二酸化炭素の吸収など森林の公益的機能を
発揮させます。
　また、花粉症の原因の一つと言われているスギ
花粉を削減するため、スギ林における強度間伐
（通常の間伐よりも多く伐採すること）を支援し、針
広混交林（針葉樹と広葉樹が混じり合った森林）な
どへ誘導します。
　シカによる植生被害等を防ぐため、狩猟者の持
続的な育成確保を通じて森林保全を行います。

美しい森づくり事業
県営林事業
スギ花粉削減対策事業

・間伐などの適正な森林整備を推進し、森林の二酸化炭素の吸収など公益的機能の向上
に寄与しました。
・間伐材を有効活用し、木材・木製品として炭素貯蔵効果を高めることに貢献しました。

・平成２３年度から間伐材の有効利用が本
格化し、県内で木材・木製品の供給体制が
整いつつあります。

・森林整備の推進は、県全体のCO2s削減
につながることが見込まれるため、引き続き
取り組んでいく。

９４
農林部
森づくり
課

４８ Ⅵ

②保安林の適切な保全・管理
　森林の荒廃を防止するため、治山施設を効果的
に整備するとともに、水源のかん養など保安林の
指定目的に応じた機能が持続的に発揮されるよう
に整備します。
　また、天然生林を含む保安林全体について、適
切な保全・管理を行います。

治山事業（保安林改良事業）
保安林管理整備事業

１　治山事業（保安林改良事業）で、H21～23年度までに保安林の除伐10.59ha、 下刈
73.04ha、本数調整伐71.47ha、補植11.69haを実施。
２　森林法による保安林制度を運用し、保安林の指定や解除、作業許可等の手続きを実
施。
　　H21～23年度まで：指定面積156ha、解除面積3ha
３　保安林全域で、衛星デジタル画像を用いた管理体制を整備、違法伐採等の調査を実
施。復旧困難となる違反行為はなく、適正な保全・管理が確認できた。

―

保安林改良事業や衛星デジタル画像を用
いて保安林管理体制を整備する事業をはじ
めとして、法令等に基づく伐採・転用規制等
の保護・保全措置が取られている保安林
は、「適切に管理されている」とされ、国際条
約に報告可能な森林吸収源として算出でき
る。

保安林の指定、解除を行い、また適正な管
理を推進していくことで、森林の公益的な機
能を維持、強化し、以って地球温暖化対策
に貢献していく。

９５
農林部
農村整
備課

４８ Ⅵ

③県民参加の森林づくりの推進
　将来にわたり森林の持つ公益的機能を維持して
いくため、企業や団体による森林づくりなどを支援
し、県民参加の森林づくりを推進します。
　また、土地改良区等が行う、農業用水の水源林
に係る保全等についての普及啓発活動に対し、支
援を行います。

農業用水水源地域保全対策事業（普
及促進対策）

（Ｈ２３年度末時点）
・植林活動や間伐体験、間伐材を利用した工作教室等の体験学習会を２８回開催（3026人
参加）。
・普及啓発用看板を２７基設置し、説明会等を実施した。

不明（植林活動等を実施）

・回収したアンケートの結果から、水源林お
よび農業用水の重要性を理解してもらえ
た。
・事業をとおして、改良区等が今後も活動を
続ける下地が醸成された。

土地改良区・土地改良事業団体連合会が
主体となり、植林エリアの整備、作成した看
板を用いた普及啓発活動等を行なう。

９６

都市整
備部
都市整
備政策
課
（旧：新
都心事
業調整
課）
新都心
事業調
整担当

４８ Ⅵ

③県民参加の森林づくりの推進
　将来にわたり森林の持つ公益的機能を維持して
いくため、企業や団体による森林づくりなどを支援
し、県民参加の森林づくりを推進します。
　また、土地改良区等が行う、農業用水の水源林
に係る保全等についての普及啓発活動に対し、支
援を行います。

豊かな県土を育む森林の保全・再生
（ＣＯ2吸収源対策）

けやきひろば2階にケヤキ220本を植樹し、二酸化炭素吸収による温暖化対策を図ってい
る。また、雨水利用設備によりろ過処理した雨水をケヤキの灌水に利用している。

－
ケヤキの幹と枝と葉で緑の屋根が形成さ
れ、緑陰空間が作られている。自然の快適
さと美しさが感じられる。

適切な植栽保守、設備保守により良好な環
境を維持していく。

９７
農林部
森づくり
課

４８ Ⅵ

④「彩の国みどりの基金」を活用した森林の保全・
活用
　県内の主な６つのダム上流域において、手入れ
の行き届かない森林やシカの食害により荒廃した
森林を対象に、針広混交林の造成や広葉樹の森
の再生を行います。
　また、放置された里山や平地林を武蔵野の森に
再生します。

彩の国みどりの基金活用事業（森林
関係）

・平成２０～２３年度に１０００ｈａの里山・平地林の整備・再生を行った。
・平成２０～２３年度の森林整備によるＣ
Ｏ２吸収量
１７，５３３ｔ

・地域の景観の向上や県民の憩いの場の
創出など、緑の再生に貢献しするとともに、
住民や森林ボランティアの参加により、県民
全体での森林を守り育てていく意識を醸成
した。

・平成２４年度から２７年度までに約１０００ｈ
ａの里山・平地林を整備・再生し、公益的機
能の高度発揮を図っていく。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１⑥ 
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ナビⅦ　低炭素社会への環境教育の推進

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

９８

教育局
高校教
育指導
課

４９ Ⅶ－１

①環境に関する体験学習など環境教育の充実
　エネルギー関係機関の施設や研究内容の見学
等を行い、生徒に地球環境問題や資源・エネル
ギー問題について考える機会を提供します。
　また、環境教育の内容、方法に関する実践的な
研究を行うと同時に、研究成果を各学校に発信し
ます。

エネルギー環境教育推進事業

１　目　的
　本事業に関係する研究機関等の施設・設備及び研究内容等を見学することにより、放射
線や原子力、エネルギーの重要性に対する正しい　理解を深めるための一助とするととも
に、地球環境問題や資源・エネルギー問題について考える機会とする。
２　内　容
（１）放射線等関連施設見学
　　放射線医学総合研究所の見学等
（２）放射線測定実験
　　放射線は目に見えないため、その実体はとらえにくい。この放射線を、放射線検知器な
どの機器を利用して、可視化することで、放射線の量や性質について調べるとともに、放
射線計測方法などについて学び、放射線についての正しい知識を身に付けさせる。
（３）太陽光エネルギー利用実験
　太陽電池を用いた実験を通して、太陽のエネルギーを体感させうることにより、太陽光エ
ネルギーをはじめとして、広く自然エネルギーへの興味と関心を高める。

なし

放射線の性質の理解や太陽光などの新エ
ネルギーの活用についての理解が深まるな
ど、生徒の環境問題やエネルギー問題など
を考える機会となっている。

国の事業を活用した事業であるが、来年度
は、本事業を実施しない予定である。

９９

教育局
義務教
育指導
課

４９ Ⅶ－１

②教員の環境教育指導力向上
　環境教育の推進についての情報交換及び実態
把握を行う協議会を開催するとともに、指導資料
集の活用を促進します。

未来の地球環境を担う人づくり事業

・環境教育担当教諭及び担当指導主事を対象に、地区別環境教育研究協議会を開催し、
県立総合教育センター指導主事による講義、各学校や市町村での取組の発表や協議を実
施。
・各教育事務所等の環境教育担当者会議を４回実施。

・指導資料にある事例を参考にし、「総合的
な学習の時間」等で環境教育に取り組んで
いる小学校が数多くある。法令の改正やＥＳ
Ｄを踏まえた優れた取組を広めるべきと考
える。

・引き続き、環境教育研究協議会や指導主
事会議を通して、優れた事例を紹介するな
ど、環境教育の推進に努めていきたい。

１００
環境部
温暖化
対策課

４９ Ⅶ－２

①地球温暖化対策の普及啓発
　エコライフＤＡＹやストップ温暖化コンクールな
ど、埼玉県地球温暖化防止活動推進センターに
おける普及啓発事業や広報活動を積極的に支援
します。
　また、このセンターと協働して、環境保全活動団
体の支援を行うほか、地球温暖化防止活動推進
員の取組を支援します。
　市町村の温暖化対策に関する普及啓発を支援
するとともに、県政出前講座にも積極的に取り組
み県民の学習意欲に応えます。

低炭素型ライフスタイル推進事業費、
環境学習推進事業費

１　エコライフＤＡＹの取組
２　温暖化対策セミナーの開催・クールアースデーの実施
　平成２１年度　４回開催、４９３人参加
　　　　２２年度　４回開催、２９１人参加
　　　　２３年度　２回開催、５２８人参加
　　　　２４年度　１回開催、１０６人参加（クールアースデーのみ）
３　ｽﾄｯﾌﾟ温暖化SAITAMAﾌｪｱの開催（こどもｴｺﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙと同時開催）
　平成２１年度　３６団体出展、来場者50,384人（まなびピアと同時開催）
　　　　２２年度　２８団体出展、来場者２４６人
　　　　２３年度　２２団体出展、来場者３８７人
　　　　２４年度　２０団体出展、来場者３９９人
４　セミナー開催等の温暖化防止活動推進員の活動回数
　平成２１年度　４，４５９回
　　　　２２年度　５，１１３回
　　　　２３年度　３，４００回

　温暖化対策に係る類似のイベントを複数
実施しており、違いが明確でない。
　温暖化防止活動推進員のより一層の活動
支援をしていく必要がある。

　開催するイベントを見直し、引き続き温暖
化対策を推進していく。温暖化防止活動推
進員の能力向上に取り組んでいく。

１０１

環境部
環境科
学国際
セン
ター

４９ Ⅶ－２

①地球温暖化対策の普及啓発
　エコライフＤＡＹやストップ温暖化コンクールな
ど、埼玉県地球温暖化防止活動推進センターに
おける普及啓発事業や広報活動を積極的に支援
します。
　また、このセンターと協働して、環境保全活動団
体の支援を行うほか、地球温暖化防止活動推進
員の取組を支援します。
　市町村の温暖化対策に関する普及啓発を支援
するとともに、県政出前講座にも積極的に取り組
み県民の学習意欲に応えます。

環境問題に関する講座、講演会の開
催

彩の国環境大学や県民実験教室、生態園体験教室などの各種環境講座を設けたり出前
講座にも積極的に取り組み、県民に環境と共生の考え方を養う機会や環境問題を理解す
る機会を提供した。

低炭素社会への環境学習について、県民
総ぐるみで取り組むために、子供、大人、事
業所、環境団体等に対して、環境学習の場
や環境問題を理解する機会を提供した。

低炭素社会の実現には継続的な取組が必
要であり、県民一人一人への環境教育の一
層の充実を図りたい。

１０２
環境部
温暖化
対策課

５０ Ⅶ－２

②学校から保護者へ、地域へと広がる二酸化炭
素削減実践活動の普及促進
　環境問題の知識・資格を持ち、指導の熱意にあ
ふれた環境教育アシスタントを小中学校やこども
エコクラブなどに積極的に派遣します。
　民間企業のもつ資金、環境学習プログラム、人
材などを学校に提供する、環境学習応援隊の取
組を支援します。
　また、エコライフＤＡＹチェックシートを兼ねた地
球温暖化に関する学習資料を県内小中高等学校
に配布し、家庭での取組を促します。
　「彩の国みどりの基金」を活用し、学校や地域な
どで、緑化や温暖化対策に関する環境学習、植樹
などの体験活動、校庭の緑化など学校緑化を推
進します。

環境学習推進事業費、
地球にＥ～ＣＯ２と学習推進事業費、
地球にいいこと学習推進事業費、
地球にいいことグリーンチャレンジ事
業費

・環境学習推進事業
１　環境アドバイザー派遣実績
　　平成21年度　　　件数　　65件　受講者数　6,229名
　　　　　22年度　　　　　　　　90件　　　　　　　　7,715名
　　　　　23年度　　　　　　　　95件　　　　　　　　8,064名
　　　　　24年度　　　　　　　　113件　　　　　　　9,898名(見込み）
２　環境教育アシスタント派遣実績
　　平成21年度　　　件数　44件　受講者数　4,483名
　　　　　22年度　　　件数　85件　　　　　　　　6,542名
　　　　　23年度　　　件数　67件　　　　　　　　5,151名
　　　　　24年度　　　件数　57件　　　　　　　　3,897名(見込み）
３　環境学習応援隊派遣実績
    平成21年度　　　件数　60件　受講者数　7,307名
　　　　　22年度　　　件数　52件　　　　　　　　5,750名
　　　　　23年度　　　件数　29件　　　　　　　　1,717名
　　　　　24年度　　　件数　31件　　　　　　　　2,143名（見込み）

・地球にいいことグリーンチャレンジ事業
１　エコライフDAY（チェックシート）参加実績
　　平成21年度　夏・冬　109.3千人参加
　　　　　22年度　　　　　　118.2千人参加
　　　　　23年度　　　　　　120.0千人参加
　　　　　24年度　夏　　　　64.7千人参加
２　地球にいいことグリーンチャレンジ事業助成実績
　　平成21年度　助成団体38団体　助成金　8,116,607円
　　　　　22年度　　　　　　　40団体　　　　　　　9,636,000円
　　　　　23年度　　　　　　　35団体　　　　　　　7,207,500円
　　　　　24年度　　　　　　　35団体　　　　　　　5,995,000円(交付決定額）

―

１　環境アドバイザー派遣実績について、８
月下旬の時点で、また環境学習応援隊につ
いては１０月上旬の時点で昨年度実績を上
回ったことは、両制度の認知度アップ及び
環境保全活動に関する意識の向上として評
価できる。

２　県内全小中高等学校にエコライフＤＡＹ
チェックシートを兼ねた地球温暖化に関する
学習資料を配布して、家庭での取組みを促
しており、継続して多数の参加を得て一定
の成果がみられる。

３　助成制度によりこどもエコクラブの活動
は定着してきているが、財源確保が困難で
あること、助成対象が固定化がみられる。

・今後も環境アドバイザー、環境教育アシス
タント及び環境学習応援隊制度の周知と活
用促進を広報活動を通じて図っていく。

・エコライフＤＡＹチェックシートの学校向け
の配布については、配布対象を希望小中
学校に絞るなど効率化していく。

・こどもエコクラブへの助成については、財
政状況が厳しい中、助成の対象が固定化し
ないよう見直していく。

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１⑦ 
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ナビⅦ　低炭素社会への環境教育の推進

連番 担当課
掲
載
頁

柱立て 掲載施策 Ｈ２１～Ｈ２４該当事業名 実際の取組内容
ＣＯ２削減量

(把握できている場合のみ)
評価・総括 今後の方向性

第６章　７つのナビゲーション進捗状況 参考資料１⑦ 

１０３

環境部
環境科
学国際
セン
ター

５０ Ⅶ－２

③気軽に楽しく体験できる環境学習の場の提供
　環境科学国際センターにおける手で触れたり、
動かしたりできる展示施設や埼玉県地球温暖化
防止活動推進センターが主催・後援する啓発・広
報事業などを通じて、気軽に誰もが楽しめる環境
学習の場を提供した。

環境学習の取組

県民に手で触れたり動かしたりできる展示施設を通じて環境問題について、興味を持ち気
軽に楽しく体感できる環境学習の場の提供や環境と共生の考え方を養う機会や環境問題
を理解する機会を提供した。

低炭素社会への環境学習について、県民
総ぐるみで取り組むために、子供、大人、事
業所、環境団体等に対して、環境学習の場
や環境問題を理解する機会を提供した。

低炭素社会の実現には継続的な取組が必
要であり、特に将来の担い手である児童・
生徒への環境学習の一層の充実を図りた
い。

１０４

環境部
環境科
学国際
セン
ター

５０ Ⅶ－３

①東アジア諸国への技術支援
　中国江蘇省にある太湖の底泥浄化、中国山西
省での土壌汚染対策及びタイ国ペチャブリ県での
水路水質の改善など東アジア諸国において技術
支援を行います。

なし
・中国江蘇省にある太湖の汚染底泥の無害化・資源化及び有害化学物質調査事業実施、
中国山西省で植物を利用した汚染土壌修復事業実施、タイ国ペチャブリ県での水路水質
の改善など、東アジア諸国において当センターが蓄積してきた知見・技術支援を行った。

・当センターが蓄積してきた環境分野におけ
る知見と技術を活用し、環境分野での国際
貢献を進めることができた。

・地理的にも近いアジアの国々に対して、環
境問題の解決のため、当センターが蓄積し
てきた知識・経験・技術を提供していく。

１０５

環境部
環境科
学国際
セン
ター

５０ Ⅶ－３

②海外研究機関との研究交流
　中国、韓国など海外の研究機関との共同研究や
シンポジウムの開催などを通じて、地球規模での
環境保全に貢献していきます。

なし
・中国清華大学、中国上海大学、中国山西農業大学、韓国済州大学、メキシコ国立環境研
究センター等と共同研究を行うとともに、韓国とは日韓共催の環境シンポジウムを開催し、
地球規模の環境問題に向けて国際貢献・国際協力を進めた。

・当センターが蓄積してきた環境分野におけ
る知見と技術を活用し、環境分野での国際
貢献を進めることができた。

・地理的にも近いアジアの国々に対して、環
境問題の解決のため、当センターが蓄積し
てきた知識・経験・技術を提供していく。

１０６

環境部
環境科
学国際
セン
ター

５０ Ⅶ－３

③海外からの研修員受入れ等
　独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）プロジェクト
への協力をはじめ、環境保全技術研修などに海
外から研修員を受け入れ、また専門技術者を派
遣して環境に関する人材育成・技術移転を進めま
す。

なし

・ＪＩＣＡ草の根技術協力事業としてタイ、中国山西省からの研修員を受け入れるとともに環
境保全技術研修として上海大学、中国山西省から研修員を受け入れた。
・中国、バングラデシュ、タイ、スリランカ等に専門技術者を派遣し人材育成や技術移転を
行った。

・当センターが蓄積してきた環境分野におけ
る知見と技術を活用し、環境分野での国際
貢献を進めることができた。

・地理的にも近いアジアの国々に対して、環
境問題の解決のため、当センターが蓄積し
てきた知識・経験・技術を提供していく。
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